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平成３０年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第４号）

――――――――――――――――――――

１ 委員会を開催した年月日、時刻及び場所

平成３０年３月１９日

午前１０時 から

午後 ２時４１分まで

本会議場において

――――――――――――――――――――

２ 出席した委員の氏名

委 員 長 衞藤 明和

副 委 員 長 毛利 正徳

志村 学 木田 昇

麻生 栄作 羽野 武男

衛藤 博昭 二ノ宮健治

森 誠一 守永 信幸

大友 栄二 藤田 正道

吉冨英三郎 原田 孝司

井上 明夫 小嶋 秀行

鴛海 豊 馬場 林

木付 親次 尾島 保彦

古手川正治 玉田 輝義

土居 昌弘 平岩 純子

嶋 幸一 久原 和弘

油布 勝秀 戸高 賢史

濱田 洋 吉岡美智子

元吉 俊博 河野 成司

末宗 秀雄 荒金 信生

御手洗吉生 堤 栄三

近藤 和義 桑原 宏史

阿部 英仁 三浦 正臣

後藤慎太郎

――――――――――――――――――――

３ 欠席した委員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

４ 出席した委員外議員の氏名

なし

――――――――――――――――――――

５ 出席した県側関係者

財政課長 佐藤 章

……………………………………………………

生活環境部長 柴田 尚子

生活環境部理事兼審議監 堤 健一

生活環境部理事兼防災局長 神 昭雄

生活環境部審議監兼
池辺 伸一

人権・同和対策課長

防災局危機管理監 梶原 正勝

生活環境部参事監兼
佐伯 久

食品・生活衛生課長

消費生活・男女共同参画プラザ所長兼
後藤 素子

県民生活・男女共同参画課長

生活環境部参事監兼
藤本 哲弘

生活環境企画課長

生活環境部参事監兼
森下 昌勅

循環社会推進課長

うつくし作戦推進課長 梶原 浩

自然保護推進室長 山﨑 吉明

私学振興・青少年課長 森髙美代子

環境保全課長 中西 健二

防災危機管理課長 牧 敏広

防災対策室長 田邉 隆司

消防保安室長 神志那貴雅

生活環境企画課総務企画監 御沓 稔弘

……………………………………………………

商工労働部長 神﨑 忠彦

商工労働部審議監 広沢 稔

工業振興課長 工藤 正俊

商工労働部参事監兼
大友 進一

商工労働企画課長

経営創造・金融課長 冨田 一弘

情報政策課長 田北 正宏

商業・サービス業振興課長 森山 成夫

企業立地推進課長 河野 哲郎

雇用労働政策課長 後藤 豊

産業集積推進室長 稲垣 守

商工労働企画課総務企画監 藤井 正直

商工労働企画課産業企画監 佐藤 元彦

情報政策課参事 安藤 善之

商業・サービス業振興課
八坂 悦朗
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販路対策監

雇用労働政策課雇用労働政策監 馬場真由美

企業立地推進課参事 渡辺 文雄

――――――――――――――――――――

６ 付託事件

第１号議案から第１５号議案まで

――――――――――――――――――――

７ 会議に付した事件の件名

① 生活環境部関係予算

② 商工労働部関係予算

――――――――――――――――――――

８ 議事の経過

―――――→…←―――――

衞藤委員長 おはようございます。

ただいまから本日の委員会を開きます。

―――――→…←―――――

生活環境部関係予算

衞藤委員長 この際、付託された予算議案を一

括議題とし、これより生活環境部関係予算の審

査に入りますが、説明は主要な事業及び新規事

業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いいたします。

それでは、生活環境部関係予算について執行

部の説明を求めます。

柴田生活環境部長 それでは、第１号議案平成

３０年度大分県一般会計予算のうち、生活環境

部に関する予算について御説明いたします。

お手元の平成３０年度生活環境部予算概要の

１ページをお開きください。１ページでござい

ます。ちょっと字が小さいんですけれども、左

上、生活環境部当初予算（一般会計）の概要で

ございますが、左上の予算のポイントの一つ目、

おおいたうつくし作戦の推進では、基本方針の

ところにありますように、本県の豊かな天然自

然や地域資源の保全と利活用促進に向けた取組

や、資源循環社会の構築に向けた取組促進と災

害時の迅速な廃棄物処理体制の構築を進めます。

また、国民文化祭等の大規模イベントにあわせ、

おもてなしの視点からの環境活動を推進します。

中ほどの２、安全・安心を実感できる暮らし

の確立では、犯罪被害者等への支援のため、県

民啓発や体制の強化を図ります。

また、ＨＡＣＣＰ導入等によるホテルや旅館、

飲食店の衛生水準の向上や食肉の対米輸出に向

けた検査体制の強化を図るとともに、本年６月

に開催する食育推進全国大会など、食育活動の

普及啓発に向けた取組を促進します。

次に、ページの右上でございますが、３、災

害に強い社会づくりと県土の強靱化による防災

力の強化では、南海トラフ巨大地震など大規模

災害に備え、実効性のある防災・減災対策を推

進してまいります。

中ほどの４、男女が共に支える社会づくりの

推進では、男女共同参画社会の実現を図るため、

女性の活躍推進及び男女がともに働きやすい体

制づくりを推進します。

５の人を呼び込み地域が輝くツーリズムの推

進では、本年６月の住宅宿泊事業法の施行に伴

い、住民の生活環境を守るため、指導体制を整

備いたします。

６でございますが、生涯にわたる力と意欲を

高める「教育県大分」の創造では、私立学校の

児童生徒一人一人の能力や適性に応じた私学教

育の充実を支援してまいります。

また、ひきこもりやニート等、社会的自立に

困難を抱える若者とその家族を支援するため、

支援体制の充実を図ってまいります。

次に、２ページでございますが、こちらは主

要な事業の体系ですが、後ほど個別に御説明い

たしますので、ここでは説明を割愛させていた

だきます。

次に、３ページのほうをごらんください。平

成３０年度生活環境部予算でございます。当初

予算額は表の左から２列目、予算額（Ａ）の上

から３番目の計の欄、上から３番目の計の欄で

ございますけれども、１１０億１，３０８万２

千円です。

次に、右から３列目の２９年度当初予算額

（Ｂ）の計の欄にあります１０４億２，３２７

万５千円と比較いたしますと、額にして９億８，

９８０万７千円、率にして約９．５％の増とな

っております。この主な要因は、災害対策本部

等機能強化事業や動物愛護拠点施設建設事業な

どの増によるものでございます。

また、下の表でございますけれども、県予算

予算特別委員会会議記録 第４号



- 3 -

予算特別委員会会議記録 第４号

額に占める生活環境部の予算額の構成比でござ

います。３０年度の当初予算額は、左から３列

目の計の欄にございますように、１．８％で、

その右の事業費では２．１％、人件費では１．

１％となっております。

続きまして、当部の主要な主な事業について

御説明いたします。

１６ページをごらんください。１６ページで

ございます。１６ページ、祖母・傾・大崩ユネ

スコエコパーク推進事業費２，２４７万５千円

です。この事業は、宮崎県や関係市町と連携し

て、昨年６月にユネスコエコパークに登録され

た祖母・傾・大崩地域の環境保全と、自然と共

生した地域振興に取り組むものです。来年度は、

推進協議会を中心として環境保全のための調査

研究に取り組むとともに、オフィシャルアーテ

ィストであるＤＲＡＭ ＴＡＯを活用した情報

発信と登山道やキャンプ場の整備など、来訪者

の受け入れ環境を整備してまいります。また、

エコパークブランドを活用した地域振興を図る

ため、周遊体験ツアーやＰＲイベントを実施い

たします。

次に、１９ページをごらんください。１９ペ

ージでございます。１９ページの上のほう、上

の・・・・のおおいたうつくし作戦推進事業費

１，７２２万４千円です。この事業は、美しい

自然と快適な地域環境の将来の世代へ継承する

ため、まち・ひと・なかまづくりをテーマに、

県民参加の活動を推進するものです。来年度は、

うつくし作戦を牽引する新たな団体の設立を支

援するとともに、国民文化祭の各地域のテーマ

に合わせて、県内各地の推進隊が環境の視点か

らのおもてなし活動を行うことにより、環境活

動の活発化と来訪者に美しい大分をアピールし

てまいります。

次に、３０ページをお開きください。３０ペ

ージ、上の欄でございますけれども、３０ペー

ジ、犯罪被害者等支援推進事業費８６７万９千

円です。この事業は、本年４月に施行する大分

県犯罪被害者等支援条例に規定した基本的施策

を着実に実行していくため、犯罪被害者等の置

かれている状況に理解を深め、被害者等の二次

的被害の防止を図るとともに、援助を必要とす

る方々に寄り添った支援を行うものです。被害

者等の経済的負担の軽減を図るため、見舞金を

支給する市町村に対して２分の１を補助すると

ともに、犯罪被害支援センターへ新たに支援コ

ーディネーターの設置など、相談体制を強化し

てまいります。

次に、３３ページをごらんください。３３ペ

ージの下のほうですが、女性の活躍推進事業費、

３３ページです。１，０９７万４千円でござい

ます。この事業は、女性活躍推進宣言を行う企

業の拡大に取り組むなど、女性の活躍推進と男

女がともに働きやすい社会の実現を推進してい

くものです。来年度は、右の欄のほうの上のマ

ル特とありますけれども、事業主の人材育成と

働く女性のキャリア形成を支援するため、事業

所にキャリアコンサルタント派遣を実施すると

ともに、下のほうのマル特ってありますけれど

も、女性の就労等、社会参画を促進するための

エンパワーメント支援としてセミナーや個別相

談を実施いたします。

次に、４０ページから４１ページにかけてで

ございます。４０、４１ページでございます。

私立学校に通う児童生徒の保護者の負担軽減や、

学校法人への支援などを行う私学振興に係る予

算総額は、４１ページの一番下にありますとお

り、３０年度は左から２番目でございますけれ

ども、３０年度、５４億７，１９４万円で、一

番右の今年度予算額と比較しますと、１億６，

５１２万３千円の増額となっております。

主な事業を御説明いたします。

まず、４０ページのほうの一番上、私学振興

費３５億７，３４４万５千円です。本事業は、

公教育の一翼を担う私立学校の教育条件の維持

向上と、学校経営基盤の健全性を確保するほか、

学力やスポーツ、就職など、各分野での特色あ

る学校づくりを支援するため、学校法人に対し、

運営費の一部を助成するものです。

次に、４１ページのほうでございますが、４

１ページの２番目、私立高等学校授業料減免補

助事業費１億２，６７３万５千円です。この事

業は、私立高校生の保護者の経済的負担を軽減
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するため、授業料の減免を行う学校法人に助成

を行うものです。来年度は、国の新しい経済政

策パッケージにおける私立高校授業料無償化の

動きに先駆け、授業料が実質的に無償となる世

帯を、これまでの県独自の補助では年収約２５

０万円未満であったものを、これを年収約３５

０万円未満の世帯まで拡充するとともに、学校

法人への補助率も、これまで２分の１であった

ものを１０分の１０に拡充し、学校法人の負担

をなくします。

次に、４７ページをごらんください。４７ペ

ージでございます。一番下のおおいたの食育ス

テップアップ事業費３，７４３万８千円です。

この事業は、食育の意義や目的について県民の

理解を深め、行動を促すため、普及啓発や人材

の掘り起こしなどを行うものです。来年度は、

本年６月２３、２４日に第１３回食育推進全国

大会を大分市で開催することとしております。

次に、５１ページをお願いします。５１ペー

ジの上から２番目ですけれども、動物愛護拠点

施設建設事業費６億１，７７７万８千円です。

これは、来年の２月に開所を予定しております

動物愛護拠点施設の建設に要する経費でござい

ますが、この施設の建設とあわせて、その上の

欄の動物愛護共同推進事業費１，９１７万１千

円の中で、ホームページの開設やイベントの開

催により機運の醸成を図るとともに、運営体制

を整備してまいります。

次に、７４ページをごらんください。７４ペ

ージでございます。７４ページの上から２番目、

地域防災力向上支援事業費２，６９４万４千円

です。この事業は、地域における自助・共助の

かなめとなる防災士の養成と、そのスキルアッ

プに取り組むなど、市町村や関係機関と連携し、

地域防災力の向上を図るものです。来年度は、

防災アドバイザーの派遣回数の拡充や、また、

避難訓練等の実施が困難な自治会等に対し、訓

練の計画から実施までを直接支援する訓練押し

かけ支援隊の派遣などを行います。

次に、７６ページをごらんください。７６ペ

ージの一番下でございます。災害対策本部等機

能強化事業費４億１，０７６万１千円です。こ

の事業は、大規模災害時に災害対策本部体制の

より円滑な運営を確保するため、防災センター

を本庁舎６階に移転するものです。３１年度末

の移転完了を予定しており、本年４月から工事

を段階的に行い、本部会議室、総合調整室等を

同一フロアに集約するとともに、ＩＣＴ技術を

用いたオペレーション機能の高度化を進めてま

いります。

次に、７７ページをごらんください。一番上

ですけれども、災害対応支援システム構築事業

費１億４，８１８万５千円です。この事業は、

災害時における正確な情報の収集と共有を迅速

に行うため、スマートフォン等を有効活用して

現場から被害状況等を直接送信し、関係機関に

共有できる新たなシステムを構築するとともに、

県民等へ避難所情報等を分かりやすく提供でき

るよう、防災アプリの開発を行うものです。あ

わせて、罹災証明の発行等を迅速に行えるよう、

全市町村共通の被災者台帳システムを構築いた

します。

次に、８２ページでございます。８２ページ

の上から２番目、消防学校教育力強化事業費４，

００３万９千円でございます。この事業は、大

規模災害等に備え、最前線で活躍する消防職員

が安全、迅速、的確に救急救命活動等を行える

よう、消防学校における教育力を強化するもの

です。消防学校の教育訓練内容について、より

実技重視の内容とするとともに、蘇生訓練用シ

ミュレーター人形など訓練用の資機材を整備し、

即戦力となる救急隊員を育成してまいります。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

衞藤委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は、挙手し、私から指名を受けた後、自

席で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答

弁願います。

事前の通告者が１１名おります。時間も限ら

れておりますので、円滑な進行に御協力願いま

す。

それでは、順次指名してまいります。
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桑原委員 予算概要４９ページ、食品・生活衛

生課所管事業、民泊の安全・安心確保事業につ

いて質問いたします。

本事業は、今年６月に住宅宿泊事業法が施行

されるのに伴い、民泊利用者及び周辺住民の安

全と安心を確保するため、民泊監視員２名を設

置し、事業者への調査や指導を行うとあります

が、具体的にどのように調査するのでしょうか。

御説明ください。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

民泊の安全・安心対策事業費についてお答えい

たします。

住宅宿泊事業法では、住宅宿泊事業者に対し

まして、一つ目といたしまして、宿泊者１人あ

たり３．３平方メートル以上の床面積の確保な

ど宿泊者の衛生の確保、二つ目に、非常用照明

器具を設けることなど宿泊者の安全の確保、三

つ目に、周辺地域への悪影響を防ぐため、騒音

や火災の防止、ごみ処理に関し配慮すべき事項

の説明、四つ目に、宿泊者名簿の備えつけ、五

つ目に、家の入り口や玄関など見えやすい位置

での標識の掲示等の措置が義務づけられており

ますので、これらの措置が適切に遂行されてい

るかどうか現地調査で確認をいたしまして、必

要に応じて指導を行ってまいります。

なお、民泊監視員につきましては、食品・生

活衛生課に非常勤職員２名を配置をいたしまし

て、インターネット等で届け出のありました住

宅宿泊事業届け出書の審査を行いまして、新規

の届け出住宅につきまして、全て現地調査を行

い、さきほど述べました五つの項目につきまし

て確認を行います。

また、定期監視のほか、苦情や相談等にも対

応してまいります。以上でございます。

桑原委員 それに加えて、私が聞きたかったの

は、２人でどれだけの数を回るのか。その順番

とか、今、苦情があったら、それにも対応する

ということだったんですけれども、どういう、

何ていうかな、もう全部シラミ潰しに行くのか。

苦情とか住民からあったものに対応して、その

都度行くのか。そういうところを教えていただ

けませんか、件数とか。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

これまで、３月の１５日から届け出制が始まり

ましたけど、今朝の時点では、まだ大分県内で

は届け出はございません。しかしながら、これ

まで民泊サイトですね、いわゆる大手の民泊サ

イトがございますが、こういったところで届け

出が出てるのが大分県内で約３００件程度ござ

いますので、こういったところが今から徐々に

届け出が出てくるだろうというふうに想定をし

ております。

民泊監視員につきましては、４月１日以降、

配置をすることにしておりますので、届け出が

あった施設から順次立入調査をいたしまして、

さきほどの項目を確認、指導をしていきたいと

いうふうに考えております。以上です。

桑原委員 ３００件、今、現状ということなん

ですけれども、今後、非常に増えていくことも

予想されると思いますので、その際に、やっぱ

り効果的な監視とか指導をどうすればいいかと

いうところなんですけれども、単に今後、近隣

の方からの苦情とかいうのを待つということだ

けではなくて、例えば、さきほどおっしゃいま

した大手の仲介業者ですね、Ａｉｒｂｎｂとか、

そういうところのレビュー等々を参考にしてい

ただければと思います。このレビューとか、ほ

かにもいろいろありますから、これ人力でそれ

を一つ一つ調べるっていうのは大変なんですけ

れども、ウエブ上のあらゆるサイトをルールに

基づいて巡回し、自動的にデータベース化する

プログラム、いわゆるクローラとかボットとか

いうものがあります。これは、ウエブをこれら

に巡回させれば、登録した事業者に対する評判

を自動的に収集することができますし、無登録

業者に関するうわさとかの情報収集も可能です。

これだと、近隣の方っていうよりも、また、こ

の利用者の評価も直に見えますので、いいかな

と。ただ、この書き込みが正しいかっていうの

は、それも一般の方のことなんで、保障はない

んですけれども、これらの情報を基にデータを

絞って重点的な調査を行うことで、監視業務を

効果的に行えるのでないかと考えますが、この

提案に対するお考えをお聞かせください。
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佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

貴重な御提言ありがとうございます。今、桑原

委員の言われましたいろんな方法につきまして

も、今、私ども、いろいろ情報を収集している

ところでございまして、まだ具体的にこれから

どういう方法でやっていこうかというところま

でには至っておりませんので、人力だけじゃな

くて、ああいう提案のあったような項目につい

てもぜひ検討しながら、効率的に進めてまいり

たいと思います。

土居委員 おはようございます。

予算概要の１６ページ、祖母・傾・大崩ユネ

スコパーク推進事業費であります。さきほど部

長の説明から、オフィシャルアーティスト、Ｔ

ＡＯだということが分かりました。ＴＡＯを活

用した動画ということですが、どういうふうに

されるのか、お伺いします。

それから、これ以外、例えばインターネット

とかＳＮＳを使った情報発信、今後どのように

していくのか、伺います。

それから、登録エリア整備事業ですね。ﾎｳｲ

地域の活性化を図るため、関係市と連携し、普

及啓発していくということで、このＰＲイベン

トの内容についてお伺いします。

山﨑自然保護推進室長 ユネスコエコパークの

オフィシャルアーティストを活用した情報発信

についてということで、昨年６月に祖母・傾・

大崩ユネスコエコパークの登録を受けまして、

竹田市を拠点に世界的に活動し、国内外への強

い情報発信力を持つＤＲＡＭ ＴＡＯを大分県

ユネスコエコパークオフィシャルアーティスト

に任命いたしました。その一環として、ＴＡＯ

によるエコパークのＰＲ動画を作成しておりま

す。この動画は、全国のＴＡＯツアーライブ約

３０公演や東京で行われましたＪＴＢ企画イベ

ントでの５０公演のときに上映されるなど、積

極的に活用をいたしております。その他、ユー

チューブによる配信や、エリア内で開催される

さまざまなイベント等においても活用をしてお

ります。現在、第２弾といたしまして、例えば

竹田市の竹楽を盛り込んでいる、そういった各

地の魅力的なイベントを盛り込んでいる動画も

作成しております。来年度も引き続き、ＴＡＯ

の全国ツアーライブや毎年延べ１万人を集客す

るＴＡＯの夏フェス等で上映をしています。

それと、２番目の御質問で、インターネット、

ＳＮＳを活用した情報発信でございますけども、

祖母・傾・大崩ユネスコエコパーク推進協議会

ではホームページとフェイスブックを開設し、

情報発信をしております。ホームページでは基

本的な情報を発信し、フェイスブックではタイ

ムリーな情報を発信しております。例えばホー

ムページでは、ユネスコエコパークの仕組みや

祖母・傾・大崩の特徴を掲載し、フェイスブッ

クでは、四季折々の自然や各地でのシンポジウ

ムの情報を発信しております。

それと、３番目の豊肥振興局の地域課題・・

・事業でございますけども、このＰＲイベント

についてですが、ＪＲの大分駅前でユネスコエ

コパークの自然や伝統を感じるステージイベン

トやワークショップを実施し、アウトドア志向

のファミリー層などを中心に、ユネスコエコパ

ークに触れる機会をつくって誘客の推進を図り

たいと思っております。以上でございます。

土居委員 ありがとうございます。ＴＡＯを起

用してるということで、大変ありがたいんです

けども、ＴＡＯといえば久住というイメージあ

りますよね、雄大な久住。やはり繊細な祖母・

傾・・・にどう結びつけるのかなという思いも

ありますが、ＴＡＯとか大分駅でのＰＲイベン

ト、やはりこれまでずっと地域の皆さんが一生

懸命これ取り組んできました。やはり地域の皆

さんを巻き込んでやっていただきたいなと思い

ます。竹田市では、祖母山麓自然・人共生空間

整備プロジェクト実行委員会とか、岡の里事業

実行委員会とか、大分大学の皆さんも手伝いに

きてくださってます。いろんな皆さんを活用し

て、盛り上げていただきたいなと思ってます。

もうよそで、よそがやるわというような雰囲気

があるけど、やはり地域と一緒になって盛り上

がっていかないといけないと思うので、その辺

はどのように考えていますでしょうか。

山﨑自然保護推進室長 ＴＡＯの本拠地は確か

に久住でございますが、久住も竹田市でござい
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まして、国内外への強力な発信ということで管

内見たときに、やはり海外のツアーライブ等、

北米とかヨーロッパコースとか、今年はシンガ

ポール、今年度はですね、やったりして、やは

り日本の和太鼓という文化と一緒に、これは祖

母・傾、動画を見ていただければ分かりますけ

れども、佐伯とか豊後大野、それと竹田の本当

に自然のすばらしさをＴＡＯの軽快なリズムと

一緒に発信しており、非常に評判が実はいいで

す。だから、竹田、久住ではありますけども、

やっぱり大分の自然を効果的に海外に、また、

国内に発信するには、やっぱりＴＡＯが一番適

当なのかなというふうに考えております。

それと、竹田は、さきほど土居委員がおっし

ゃったように、地域での活動が本当に盛んでご

ざいます。岡の里プロジェクトの方とかＭＭＳ

２１の方とか、非常にトレッキングコースをつ

くったり、活動されておりますんで、そうした

のをやはり意見を振興局等、竹田市等から吸い

上げまして、やる方法と、あと、大分県の推進

協議会ですね、これは実は宮崎県と大分県と統

合した推進協議会をつくったんですけども、ま

だ大分側でいろんなそういった吸い上げ、地元

意見の吸い上げもあるとして、実は大分県の推

進協議会をまだ残しております。こういった場

では、さきほどの岡の里の方とか、あと、ｻﾄｳﾁ

ｮｳｷﾞだったですかね、そういった方も入って、

いろんな意見が出ますので、そういったところ

を通じて、連携してやっていきたいと思います

ので、よろしくお願いします。

土居委員 ぜひこれまで取り組んできてる地元

の皆さん巻き込んで、ＰＲしていただければな

と思います。これ竹田市だけではありません。

豊後大野市も佐伯市もそうです。よろしくお願

いいたします。

堤委員 ありがとうございます。

予算概要書４９ページ、民泊ですね、さきほ

ど、若干かぶりますけども、外国人旅行客がこ

こ最近やっぱり増えてきて、民泊での問題が顕

著になってきております。というのが、いろん

な報道の中でも、大分県は規制をする条例は制

定をしないというふうなことを言っております

けども、この事業法の施行要領第１８条の中で

も規制のための条例制定というのは認められて

おりますけども、大分県はどうしてそういうふ

うに規制の条例をつくらないのかなというのが

１点と、事前申請がゼロ件と、さっき報告があ

りましたけども、その前にあった相談会、これ

の１００件近く何か相談あったということなん

だけども、どういうふうな業種の方とか、また

は、市区町村、ああ、区はないな、市町村、大

分市は多分、大分、別府が多いのかなと思うん

だけども、どういう市町村のばらつきというか、

相談が来てる市町村が分かれば、教えてくださ

い。

３０ページは、犯罪被害者の関係ですね。こ

れさきほど説明がありましたけども、各市町村

で多分３月議会で議論されて、決定されるのか

と思うんだけども、今、全市町村でこれは基本

的に制定をする、支給をする方向だと思うんで

すけども、その現状及び検討状況が分かれば、

教えてください。

７０ページの同和対策推進事業、これ毎回聞

いてますけども、８２０万円、これ増減がほと

んどないというような状況ですけども、差別事

象、実際にあった差別事象はこの１年間、何件

あったのかということを教えてください。

７４ページの原子力防災対策の関係ですね。

これ県の市長会が緊急時の情報入手経路につい

て議論しておりますけども、県としての考えは

どうかと。四国電力かな、ぜひ直接連絡をとっ

たほうがいいと思うんだけども、再度それにつ

いての考えを。また、県内の内陸６市町は原発

事故に対する防災計画が未整備というふうに報

道されていますけども、現状はどうかというこ

と。

最後に、被災住宅の再建のための国の生活再

建支援制度と県の住宅再建支援制度の支援制度

では、九州北部豪雨は申請数と支給済みの世帯

数が一緒になってるんですけども、ただ、台風

１８号被害では、国の制度では、１３世帯中９

世帯が支給済みと。県でも、１，３２８世帯中

１，３１８世帯が支給済みというふうになって

るんですね。この未支給という理由は何かと。
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今回の災害を受けて、支援制度も拡充等は必要

というふうに思うんですけども、それについて

何か検討されてれば、教えてください。以上で

す。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

民泊の安全・安心確保対策事業費についてお答

えいたします。

住宅宿泊事業法施行令では、事業の実施を制

限する区域及び期間の指定は、住宅宿泊事業に

起因する騒音等、生活環境の悪化を防止するこ

とが特に必要である区域において、特に必要で

ある期間内で行うこととされております。ガイ

ドラインにおきましても、この法律は全国的に

健全な民泊サービスの普及を図ることを目的と

しておりますので、過度な制限は課すべきでは

ないということや、ゼロ日規制や県全域などの

広範な地域での規制は法の目的を逸脱するとい

うことが示されております。

また、県内での民泊に関する苦情は、昨年度

からこれまで２年間に１２件でございまして、

全て無許可営業に関する苦情でありまして、さ

きほど言いました施行令で定める条例制定の基

準を満たすほどの生活環境の悪化はないという

ふうに見ております。まずは民泊監視員を配置

いたしまして、事業者に法令を遵守してもらう

ための監視、指導を徹底することによりまして、

宿泊者と周辺住民の安全と安心を確保してまい

りたいと考えております。

もう１点、先般行いました説明会や相談につ

いてでございますけども、まず、業種につきま

しては、不動産関係の方、それから、金融機関

の方、それから、個人で民泊をやろうというふ

うに思われてる方、こういった方が中心でござ

いまして、市町村別で見てみますと、別府市、

大分市、由布市、こういった方々が多いという

状況でございます。以上でございます。

後藤消費生活・男女共同参画プラザ所長兼県民

生活・男女共同参画課長 犯罪被害者等支援推

進事業について説明をいたします。

犯罪被害者等への見舞金の関係でございます

が、犯罪被害に遭った直後において、経済的に

困窮する被害者や遺族の方々に、その当面の生

活の支援が強く求められてるところでございま

す。そういったことから、今年度、県は市町村

とともに、見舞金の制度の実施に向けて検討を

行ってまいりました。県では、被害者等が県内

のどの市町村においても一律に同程度の支援が

受けられるように、全国で初めて、見舞金を支

給する市町村に対して支給額の半額を補助する

ための予算を本議会に提案したところでござい

ます。これを受けまして、県内の全ての市町村

においても、平成３０年度当初から見舞金制度

が実施できるよう検討が行われているところで

ございます。以上です。

池辺審議監兼人権・同和対策課長 同和対策推

進事業委託料でございますけども、地域住民の

生活に関連する相談に関すること、地域住民の

自立意識の向上及び啓発活動に関すること、生

活相談や自主活動のための担い手を養成する自

立活動基盤整備に関すること、この三つの事業

を委託するもので、金額につきましては、これ

ら三つの事業について計画している事業内容等

を勘案し、必要な額を計上しているところでご

ざいます。

差別事象につきましてでございますが、平成

２８年度の法務省人権侵犯事件統計によります

と、大分地方法務局が人権侵犯事件として取り

扱ったものの中に同和問題による差別待遇に分

類される事件はありませんけれども、ただ、や

はりこの同和問題による差別待遇に関連してだ

と思われますけども、相談件数は７件あったと

いうふうになってございます。

また、当人権・同和対策課が把握してる中で、

今年度でございますけども、県内で少なくとも

４件の差別事象等があったことを把握しており

ます。

なお、平成２５年度の人権に関する県民意識

調査の中の同和問題の設問において、同和地区

住民に対する差別意識を持った人がいると思い

ますかという質問に対する回答は、持っている

人がいる、持っている人はまだ多いの合計が４

２．０％となっているところでございます。以

上でございます。

牧防災危機管理課長 委員から、原子力防災対
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策と被災者住宅再建につきまして質問がござい

ました。

まず、原子力防災対策におきまして、四国電

力から直接情報を得るべきではないかというこ

とでございますが、万一の事故の際に重要なこ

とは、県民の安全・安心の確保のために有用な

情報を迅速に得るということが必要でございま

す。事故後の錯綜した状況の中で四国電力に問

い合わせができるのは、国の防災基本計画によ

りまして、原子力規制庁及び愛媛県と伊方町、

３０キロ圏内の山口県に限られているところで

ございます。そのため、本県では、平成２３年

９月に、愛媛県から異常通報事象について迅速

に情報が入るよう確認書を交わしたところでご

ざいます。愛媛県からの情報は、発電所の事故

情報に加えまして、国からの要請、指示事項や

愛媛県の防護対策など、本県が応急対策を講じ

る上で極めて有用であるというふうに考えてお

ります。電力会社から直接情報を得るべきとの

意見も承知しているところでございますが、本

県といたしましては、愛媛県から情報を得るこ

とが最善の方法であると考えているところでご

ざいます。

次に、原発に係る市町村地域防災計画につい

てでございます。

国の防災基本計画では、原子力発電所からお

おむね３０キロメートルでの重点区域を目安と

いたしまして、自治体はその自然的、社会的周

辺状況等を勘案いたしまして、地域防災計画に

原子力災害対策を盛り込むこととしております。

基本的には、大分県内の市町村は計画に盛り込

む必要はございません。

なお、委員から発言のありました内陸６市町

のうち、由布市が本年１月に計画に盛り込んだ

ところでございまして、あとの５市町につきま

しては、検討しているということを聞いており

ます。

続きまして、被災者住宅再建支援制度につい

ての質問でございます。

被災者再建支援におきまして、申請数と支給

済み数に差があるということでございますが、

水害対策会議資料におきまして、本年２月１２

日現在における申請件数及び支給済み件数を取

りまとめたものでございますので、その時点に

おきまして、申請を受理しているものの事務手

続中により支給まで至っていないものがありま

すので、申請と支給済み件数が一致しないとい

うものでございます。

次に、制度の拡充についてでございます。

国の制度では、被災世帯数の縛りや大規模半

壊以上を対象としておりますが、県の災害被災

者住宅再建支援事業では、国の制度の対象とな

らない半壊や床上浸水まで拡大いたしまして、

被災世帯が早期に生活再建を図られるよう支援

しているところでございます。昨年７月の九州

北部豪雨や９月の台風第１８号では、床下浸水

や一部損壊の判定を受けた世帯におきましても、

中には床下の泥出しとか修繕などの人手や費用

を要し、御苦労があるということは承知してお

りますが、現在の制度において対応していきた

いというふうに考えております。以上でござい

ます。

堤委員 まず一つは、民泊の関係です。

確かには、日常生活に非常に騒音とか、いろ

んな問題が出てきたときの規制というふうなこ

となんだけども、別府と大分と由布市が申請、

相談に来てるっていうことで、そこから出てく

る可能性も十分あるわけですよね。そういうと

ころでそういう日常生活に支障が出るような事

案が多発した場合には、こういう条例も検討は

するという認識でよろしいですね。それを再度。

それと、犯罪の関係で、これもう全市町村一

緒ということやね、金額的には。この金額が分

かれば、ちょっと教えて。

それと、差別事象の関係。これ法務局の人権

の相談はゼロだけども、関連が７件あったと。

大分県の差別事象が４件多いと一応聞いてると。

主なものでいいから、その主なもの一つ、どう

いうのかっちゅうのをちょっと教えてください。

支援制度は、またこれから議論していきます

から、今日はいいですわ。

以上、お願いします。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

民泊の条例につきましては、今、堤委員の言わ
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れるように、この問題が法律に照らして、法律

に合致するような条件になれば、当然大分県と

しても条例化を検討してまいりたいというふう

には考えてます。

後藤消費生活・男女共同参画プラザ所長兼県民

生活・男女共同参画課長 見舞金の額でござい

ますが、基本的にはそれぞれの市町村が決定す

るものではございますけれども、今のところ、

遺族見舞金は３０万円、重傷病見舞金は１０万

円ということで協議をしているところでござい

ます。大分県としましては、その半額を補助し

ますので、遺族見舞金は１５万円、重傷見舞金

は５万円を補助の上限とするという、そういう

ことで進めてまいりたいと考えております。

池辺審議監兼人権・同和対策課長 差別事象で

１件だけ御紹介をいたしたいと思うんですけど

も、ちょうど昨年の４月でございました。今、

県内の市町村を挙げて移住担当のところはもう

移住促進ということで頑張っておられるわけで

ございますけども、そのある市の移住窓口に移

住の先の住宅に関する問い合わせがございまし

たけども、その問い合わせが一通り終わった後

に、ところで、そこの地区のすぐそばに同和地

区はないだろうなというふうな問い合わせがご

ざいまして、その辺の適切な対応について各移

住担当窓口のほうに徹底をお願いしたところで

ございます。以上でございます。

小嶋委員 私からは、関連含めて２件になりま

す。よろしくお願いします。

一つは、７７ページの災害対応支援システム

構築事業です。

部長の説明はありましたが、いま少し詳細な

イメージアップをお願いしたいと思います。こ

れ６階に移築するのに、一緒につくるんですか

ね。情報機器をずっと並べてということで、常

設の新システム構築になるんだろうと思うんで

すが、そういうイメージをもう少しイメージア

ップいただきたいと思いますのと、あと、アプ

リの、何かアプリをつくるということでしたが、

どういったものになるのかということと、あと、

台帳システムのデータベースの構築などについ

てはどのように考えられるのかということです。

それから、２点目は、今回の予算書を見てみ

ますと、従来、防災活動支援センターに委託を

していたと思うんです。それがちょっと姿が見

えなかったので、その計上はあるかどうかにつ

いてお尋ねします。

田邉防災対策室長 御質問の２点についてお答

えいたします。

まず、災害対応支援システム構築事業費に関

してでございます。

部長のほうからも御説明申し上げましたとお

り、一昨年の熊本地震の検証報告の中でも、こ

の支援システムの検討ということであげさせて

いただいております。それを基に、一昨年１０

月から、県、それから、全市町村とともに検討

会議を設置して、この支援システムの内容につ

いて検討を重ねてまいりました。現行の防災シ

ステム、防災ＧＩＳシステムにかわる新しいシ

ステムとして、大きく次の三つの機能を新たに

加えることといたしております。一つは、災害

対応職員が現場からリアルタイムで情報を送信

できるよう、スマートフォン、あるいはモバイ

ルの端末にもこういう送信機能を持たせること

でございます。それから、２番目といたしまし

て、送られてきた災害の情報、これは写真であ

りますとか地図、そういったものも付加してる

情報でありますが、この情報を現在は県と市町

村で防災センターのほうで共有するということ

をやっておりますが、自衛隊や関係機関などと

も同時にそういった災害情報を共有できるよう

にしていくということでございます。それから、

三つ目として、御質問にもございましたが、県

民等向けの防災アプリを開発いたします。この

アプリは、各スマートフォンやタブレットのＧ

ＩＳ機能と連動させた形にいたしまして、災害

情報に基づく土砂災害警戒情報、あるいは危険

度の情報であるとか、自分が今いる場所でのお

近くの避難所への経路等をこのアプリを通じて

素早く提供するということと、もう一つは、こ

のアプリについては多言語化を検討しておりま

して、外国人の方にもこのアプリを通じてそう

いった情報をお伝えするということを検討して

おります。
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それから、２番目、被災者台帳システムのこ

とでございますが、これは、全市町村統一のシ

ステムを導入するということでございまして、

被災住家の認定調査記録を電子化いたしまして、

罹災証明等の発行の迅速化を図るとともに、被

災者のデータを自治体内で共有するということ

で、他の支援策の適用漏れであったり、あるい

は重複であったりすることを防ぐことができる

というふうに期待しております。

また、同一システムを全市町村で導入すると

いうことにより、例えば他の市町村に応援職員

を派遣した場合でも、すぐにそのシステムを活

用できるということも利点の一つと考えており

ます。

それから、もう一つ、ＮＰＯ法人の大分県防

災活動支援センターのことでございますけども、

予算概要書の７４ページ、地域防災力向上支援

事業費におきまして、防災活動支援センターへ

の委託を予定しております事業を盛り込んでお

ります。事業の内容としては、防災士等の養成、

スキルアップ等に要する経費、それから、情報

提供、相談対応等に要する経費、それから、来

年度より予定しております訓練押しかけ支援隊

の実施に要する経費、これらの経費につきまし

て、防災活動支援センターのほうに委託をいた

したいと考えております。以上でございます。

小嶋委員 モニターなんかは、６階に移設する

んですかね、そのセンターか何か、ちょっとイ

メージが湧かないですけど。大きなモニターな

んかつくるんだと思うんで、それはもうそうい

う場所にするということでよろしいんですかね。

それから、もう一つ、防災活動支援センター

の関係は、例年と同じような内容に少し付加を

させた形になるんだろうと思うんですけど、全

県１か所で見ているような格好になっていると

思うんですね。で、事業内容を県から出す分を、

委託をする部分を限って、それをすればいいの

かもしれませんが、やはり地域、エリア分けを

して、同等とまではいかないにしても、せめて

６振興局単位でそういう事業がお願いできるよ

うな、いろんなことがお願いできるような形に

僕は発展的に見直しをしていく必要もあるので

はないかと、このようにも考えているんですが、

その点について見解があれば、お聞かせくださ

い。

牧防災危機管理課長 災害が発生した際の体制、

総合調整室で今、災害が発生したとき、モニタ

ー等を確認しながら指示等を出しております。

そのモニターにつきましては、非常に老朽化が

激しいということと、また、総合調整室が手狭

であるということを理由にいたしまして、予算

概要書の７６ページでございますが、７６ペー

ジの一番下、災害対策本部等機能強化事業費と

いうことで事業を今回要求させていただいてお

りまして、冒頭、部長からもありましたけれど

も、現在、新館の８階に総合調整室がございま

すけども、これを本館の６階のほうに移転いた

しまして、総合調整室を設置いたします。防災

センターといいますけども、それを設置いたし

ます。そちらのほうにモニターとか、またはコ

ンピューター、端末とかそれぞれ置きまして、

さきほど防災対策室長から話がありましたけれ

ども、防災のＧＩＳ、こういった情報とか、ま

たはヘリからの映像とかそういったものを、多

様な映像等を駆使しながら迅速に災害対応に図

っていきたいというふうに考えております。以

上です。

田邉防災対策室長 お答えいたします。

防災活動支援センターの事業でございますけ

ども、確かに委託料として全県の事業をお願い

しておりまして、県、市町村とともに事業をや

らせていただいております。いろんな形で、防

災活動支援センターだけではなくて、各地域で

そういう防災活動、自主防災組織の活動にかか

わる方々をつくっていくと、育成していくとい

うことも非常に大事なことかと思います。委員

御提案のそういった６振興局ごとにということ

のお話でございますけども、今年度から各地域

ごとに防災活動支援センターの業務、あるいは、

そういった仕事を一緒にやっていただけるよう

な、より知識の高い防災士、アドバイザーとな

るような方を養成する事業を今年度から始めて

おりまして、今年度は西部地区でそういう養成

塾というのをやらせていただいております。来
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年度も引き続き、またそういう地区を特定しま

して、そういった方々の養成を行いまして、防

災活動支援センターの方とそういった地区で養

成した防災アドバイザーの方が一緒に活動でき

るような場をつくっていくということをまず取

り組んでまいりたいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

小嶋委員 ありがとうございました。

これは要望でよろしいと思うんですが、今後

の検討でよろしいと思うんですが、今、より高

いスキルレベルを持たれてるという話がありま

したように、今後、これはそういう人たちが頼

まれてるわけではありませんが、気象予報士の

皆さん方のノウハウもやっぱりしっかり中に組

み込めるような、そういう仕組みにしていって

いただけるといいんではないかなと、このよう

に思ってますので、これは要望にしておきたい

と思いますが、御検討いただければと思います。

以上で終わります。

二ノ宮委員 １点だけお聞きをします。

５１ページの動物愛護拠点施設運営について

です。

３１年度の開設を目指して大分市に建設され

ます動物愛護拠点施設は、県と大分市の共同設

置、運営になっております。開設までに運営基

準、それから、獣医師の確保、ボランティア団

体との取り決めなど多くの課題があると思いま

すが、この話し合いは県と大分市のどちらが主

体的に音頭をとっているのか。そして、それぞ

れの部署、役職のどの人たちがどの程度の頻度

で話し合っているのかということ。その進捗状

況とか問題点があれば、お聞かせください。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

動物愛護拠点施設運営費についてお答えいたし

ます。

平成２７年１２月に知事と大分市長との協議

におきまして共同設置の方針が示された後、県

は生活環境部長、生活環境企画課長、食品・生

活衛生課長、大分市は福祉保健部長、企画課長、

衛生課長で構成をいたします大分県・大分市動

物愛護拠点施設共同設置検討協議会を２８年の

１月に設置をいたしまして、これまで２年間で

９回開催をしてまいりました。協議会での方向

性を受けまして、担当者及び適宜担当課長を交

えた協議を週１回程度行ってまいっております。

県市一緒に他県の施設を訪問して現地調査を行

うなど、詳細な内容についても検討を進めてい

るとこでございます。

協議会につきましては、事務局は県が担当し

ておりますけども、県市が同じ立場に立って協

議を進めております。

これまでの協議の中では、費用負担やドッグ

ランにつきましては指定管理、及びネーミング

ライツを導入することについて合意できたとこ

ろでございます。

なお、業務内容や運営、職員体制等につきま

しては大部分固まってきてはいるものの、まだ

公表できる段階には至っておりませんけども、

３１年の２月ごろのオープンを目指しておりま

して、今後も県と市による共同設置のメリット

を最大限発揮できるよう、県市で協議を進めて

まいります。以上でございます。

二ノ宮委員 ありがとうございます。この問題

については、後藤慎太郎県議が一般質問でやり

ました。そのときに、大体１日に７頭から１０

頭ぐらいの犬と猫が毎日殺処分されてるという

話を聞きました。このセンターの１番の目的と

いうのは殺処分ゼロにすることだと思いますが、

これは単なる政治的なスローガンとか、それか

ら、こういうものがありました。殺処分対象の

ものが今は動物愛護団体に移っているだけとい

うことで、その団体やボランティアについては

多頭飼育で行き詰まっており、おおむね殺処分

と同じような、何といいますか、一生をたどる

犬や猫が多いんじゃないかというようなことが

言われてました。何を言いたいかというと、せ

っかく基本構想ができてます。その中で一番大

切なのは、人と動物が愛情豊かに安心して暮ら

せる社会の実現という大きなタイトルがありま

すが、実際問題として適正な飼育管理とか、そ

れから、動物の譲渡とか、それから、終生、一

生飼いますよというようなことをいかに県民の

方に分かっていただくか。そして、それを実行

していただくかにかかってるというぐあいに思
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ってます。特に心配してるのは、二つの組織が

あって、やはりこのことについて、私はもうし

っかり県が主導でやっていただきたいというこ

とが１点です。

それと、県の場合は、各保健所がその下にい

て、そして、そこで実際はやってます。例えば

保健所、私よく知ってるんですけど、一月に、

何月何日の何時から何時まで、不要な犬・猫は

持ってこいと。そしたら、それをすぐ職員の方

がこのﾁﾎｳに集めるというような仕組みになっ

てます。確かに効率ということではいいんです

けど、やはり殺処分ゼロにするためには、その

地域の中で、より多くの人にそういうもの、ボ

ランティアだとか含めて、何とか行動してもら

うということが大切だと思いますので、その辺

もぜひ含めた総合的なきめ細かな検討をお願い

したいと思いますが、何かありましたら。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

動物愛護センターの１番の目的は、今、二ノ宮

委員が言われましたように、普及啓発をいかに

そこで中核施設として広げていくかというとこ

ろが１番でございます。その後に、愛護センタ

ーにおいて譲渡会を開催しながら、どうしても

引き取らなければならない犬・猫を譲渡しても

らうという順番になってくると思います。そう

いった意味で、その普及啓発を動物愛護センタ

ーの中でやっていくためには、やはり県や市の

職員だけでは十分な効果は出ないだろうと考え

ておりまして、その中で、やはりボランティア

さん、それから、獣医師会などの方々の協力を

得て、そういった方全体で運営ができるような、

そういうセンターを目指していきたいというよ

うに考えております。以上でございます。

二ノ宮委員 先般、「ある犬のおはなし」とい

うのをもらいました。これは何回も読んで、も

う涙したんですけど、孫に早速送って、そした

ら、じいじ、しっかり犬飼いますよという言葉

が返ってきました。たった１冊の本なんですけ

ど、相当な効果があると思います。そういうこ

とで、総合的に殺処分ゼロに向かってやってい

ただきたいということをお願いしておきます。

お願いします。

衞藤委員長 いいですか。

藤田委員 私のほうからは、防災関係で２点、

まず、予算概要書の７７ページ、県庁防災体制

強化事業の中の孤立集落対策用衛星携帯電話の

整備に関してですが、まず、この携帯電話の配

備、そして、利活用等の詳細について１点お伺

いしたいと思います。

この事業自体は防災体制強化事業なんですが、

孤立集落関係でもう１点、孤立集落が予測され

る地域の調査を多分行ってると思うんですけど

も、その地域についての情報の共有ですね。例

えば道路管理者や市町村、あるいは水道事業者

等との連携というのは考えられると思うんです

けども、民間の公共インフラ事業者、例えば電

気や電話、通信、ガス等とこの情報の共有を図

ることは考えられていないのか。孤立した際の

生活を維持する上で必ず必要なものだというふ

うに思いますので、その辺がどのようになって

いるのかを１点お伺いしたいと思います。

そして、ちょっとさかのぼりますけども、７

４ページの地域防災力向上支援事業、訓練押し

かけ支援隊、さきほどもお話が出ました。押し

かけ支援隊の、さきほど、防災活動支援センタ

ーをこちらの支援隊にというお話ありましたけ

ども、その他の団体や個人等への支援隊への参

加があるのか。また、その支援隊への要請、こ

れ市町村や自治会との連携のあり方というのが

どのように考えられているのか、お伺いしたい

と思います。

田邉防災対策室長 お答えいたします。

まず、県庁防災体制強化事業についてでござ

います。

孤立集落対策用衛星携帯電話でございますが、

今回の予算の中でお願いしておりますのは、整

備につきましては６台整備をする予定といたし

ております。整備後につきましては、防災局の

ほうで５台管理をいたしますとともに、孤立の

可能性の高い南部振興局のほうに１台配備をし、

定期的に通信訓練を行ってまいりたいと思いま

すが、この携帯電話につきましては、今回の九

州北部豪雨を踏まえまして、衛星携帯電話等で

なければ通信手段が確保できない地域において、
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発災後、初動の活動をする職員に携帯をさせて、

活動用ということで配備をさせていただこうと

思っております。また、逆に孤立集落の通信手

段の確保ということで申しますれば、予算概要

書の７４ページの地震・津波対策加速化支援事

業費の中で市町村が孤立集落対策用として整備

する衛星携帯電話等に係る経費につきまして、

県のほうからも整備費を３分の２の助成という

ことでお願いをしたいと考えております。

それから、２点目でございます。孤立集落に

関する情報の共有はどうかということでござい

ます。

今回の九州北部豪雨の際にもそうでございま

したが、災害対策本部の防災センターに公共イ

ンフラ事業者のほうから復旧工事の計画や進捗

状況等を随時情報をいただき、こちらからも情

報収集もさせていただきました。また、場合に

よってはそういった機関からリエゾンの方も受

け入れを行いまして、情報共有を図っていると

ころでございます。さらに県の総合防災訓練、

これは図上訓練、実動訓練双方でございますが、

こういったところにもそういった公共インフラ

事業者の方々にも御参加をいただきまして、連

携の確認等を行わせていただいております。

加えまして、情報の共有という観点でござい

ますれば、昨年６月に平時からの顔の見える関

係づくりということを目指しまして、官民連携

による災害対策ネットワーク会議というのを立

ち上げております。団体、県、関係機関、それ

ぞれの活動内容の共有、それから災害情報など

の個別の分野での連携が必要な項目に関する協

議などを行いながらこういう連携を図ってまい

っております。孤立集落に限らずこういった事

業者ともしっかり連携をしてまいりたいという

ふうに考えております。

それから２点目でございます。地域防災力向

上支援事業費の中の訓練押しかけ支援隊という

新しい事業のことでございます。予算の御承認

をいただければ、さらに詳細を検討していくと

いうことになりますが、現時点での事業のイメ

ージといたしまして、まずこの支援隊のメンバ

ーとしては、県、あるいは振興局を含んで県の

職員、それから市町村の職員、それと、そうい

った支援隊が必要な対象地区、あるいは近隣の

防災士の方々、そして事業の委託先を予定して

おります防災活動支援センターの職員、さらに

は県の防災アドバイザーの方、こういった方々

に支援隊のメンバーとして入っていただいて、

４名から５名ぐらいで組織をする予定というこ

とを今検討しております。

また、活動内容につきましては、基本的には

４回ほどの派遣を想定しておりまして、まずは

自治会の役員の方々との現状把握、意見交換を

行った後、では、どういう形で訓練に向けて計

画を立てていくのかということを具体的に支援

隊のメンバーと自治会の役員の方々と計画につ

いて検討をしていただく。そして、いきなり訓

練ができませんので、まず訓練に向けて地域住

民の方全員に御参加いただく形で図上訓練、あ

るいは地区の町歩き、そういったことから始め、

そして最終的には訓練の実施、あるいは今後訓

練を継続していくためのどういうことが必要な

のかという検討、そういったことをやっていく

ということで、４回程度の派遣ということを考

えております。

それから、派遣地区の選定でございますけど

も、これは一義的には市町村としっかり協議を

して、市町村の要望に沿いながら考えていきた

いというふうに思っておりますが、例えば派遣

の基準の一つとして、過去３年間に防災避難訓

練等の実施の実績のない自治会が多い地域であ

るとか、そういったことも考えながら、具体的

に市町村と協議しながら派遣先をしっかり決め

ていきたいというふうに思っております。以上

でございます。

藤田委員 ありがとうございます。

孤立集落が予測される地区を多分事前に把握

を市町村のほうから聞き取り等で調査してると

思うんですけども、そういった情報、民間の事

業者と共有することによって、民間事業者の防

災計画、あるいは防災体制の中で事前にそうい

う孤立化する予測されているところの設備を強

化していただいたり、あるいは早期復旧に向け

た資機材をあらかじめそちらに向けて手配をし
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ておいたりっていう事前の対策が図られると思

うんですね。なので、できるだけそういう情報

を共有していただいて、孤立しないように、あ

るいは孤立しても生活が維持できるような体制

というのをつくっていただきたいって思います

が、この点に関して御見解があればお伺いをし

たいと思います。

そして、押しかけ支援隊、確かに訓練を今ま

でやってないところから自主的に、じゃあ、今

回やりますっていうふうにはなかなかならない

と思うので、まさに押しかけていって、自治会

長さんのところに行って、訓練やりませんかっ

ていうような働きかけをしていかなければなら

ないと思うんですね。なので、そういう点では

やっぱり市町村のほうが一義的には発掘という

か、ターゲットとなる自治会を選定する役割を

担うというふうになるんだろうと思いますので、

十分に連携を図って活動していただきたいと思

いますし、また、例えば町なかと、あるいは地

域の中での訓練のあり方っていうのはそれぞれ

特性が違うと思いますんで、できるだけそれぞ

れの特性に応じた講師というか、応援隊のメン

バーについてもある程度フレキシブルに考えて

いただけるとありがたいなというふうに思いま

すが、この点についても見解があればお願いし

たいと思います。

田邉防災対策室長 お答えいたします。

まず、孤立集落に関する情報共有ということ

でお話をいただきました。確かにそういった公

共インフラ事業者の方々にもいろんな情報共有

の中で御準備いただくことっていうのはたくさ

んあるのではないかというふうに考えておりま

す。県のほうで孤立集落ということの中で喫緊

の課題であります南海トラフ地震に備えまして、

沿岸地域の市町村、特に警戒が必要な大分市か

ら南の４市につきましては、孤立集落対策のワ

ーキンググループっていうのをつくっておりま

す。それに、そのグループの中で、そこでは県、

市、あるいは救助、救援の関係機関が入りまし

て、実際に孤立した場合にどういうふうに救助

していくのか、あるいは住民を巻き込んだワー

キンググループでの訓練とか、そういうものも

計画を指示していくようにしておりますので、

そういった中で、また必要に応じて公共インフ

ラ事業者の方にもメンバーに加わっていただい

て、いろんな情報交換をしていけたらなという

ふうに考えておりますので、その辺はまた今後

研究させていただきたいというふうに思います。

それから、押しかけ支援隊でございますけど、

議員御指摘のとおり、やってないところから手

が挙がるっていうのはなかなか難しいことでご

ざいますので、さきほど少し申し上げましたと

おり、私ども県と、それから市町村で共有して

いる訓練の実施状況の実施率の状況をお互いに

突き合わせて、こういうところがやっていない

というところの中で、しっかり押しかけてプッ

シュをしていきたいと思いますし、小さい自治

会でやるということも一つありますし、ある程

度校区単位でまとめて訓練をやるという、それ

に向かって押しかけ支援隊を派遣していくと、

いろいろな地域ごと、あるいは状況によってい

ろいろパターンが考えられるかと思います。そ

のあたりは臨機応変にしっかり対応できるよう

に検討してまいりたいと思います。ありがとう

ございました。

森委員 私からは３点お伺いします。

まず、予算概要書１８ページ、地球温暖化対

策推進事業費のうち新たな事業としてＪ－クレ

ジット制度排出削減量認証等に要する経費２３

５万４千円が計上されております。この経費の

件について具体例を示して説明をしていただき

たいと思います。

２点目、予算概要書２２ページ、ジオパーク

推進事業費２千万円についてです。昨年１２月

の再認定、姫島、豊後大野再認定を受けまして、

指摘された課題等を踏まえ、平成３０年度以降、

重点的に取り組む事項等について説明をお願い

いたします。

３点目、予算概要書３９ページ、青少年健全

育成対策事業のうち、更生保護に関する件です

けども、再犯防止計画策定経費６３万８千円が

新たな年度で計上されております。この内容に

ついて説明をお願いいたします。以上です。

梶原うつくし作戦推進課長 それでは、１点目
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のＪ－クレジット制度排出削減量認証等に要す

る経費についてお答えいたします。

まず、Ｊ－クレジット制度とは何かというこ

とでございますが、この制度は省エネ設備や住

宅用太陽光発電設備の導入などによる二酸化炭

素などの温室効果ガスの排出削減量や吸収量を

クレジットとして国が認証するもので、このク

レジットは売買されましてカーボン・オフセッ

トなどの用途に活用されております。クレジッ

トを創出する側、つくり出す側のメリットとい

たしましては、売却益が得られることはもちろ

んですが、地球温暖化対策の取組をＰＲするこ

とができるということが上げられます。一方、

購入する側のメリットといたしましては、環境

貢献企業としてのＰＲ効果などにより、企業評

価の向上などが期待できます。

本県では平成２２年、２３年度に国のグリー

ンニューディール基金を活用いたしまして、新

たに住宅用太陽光発電設備を設置する場合に補

助金を交付いたしまして、その補助をお受けに

なった方々を会員といたします任意団体おおい

た太陽光倶楽部を設立しております。現在会員

数が２，１７７名いらっしゃいます。これらの

会員の皆さんが削減した二酸化炭素量をバンド

リングと申しまして、１世帯１世帯ですと削減

量少ないんですが、これをまとめることによっ

てクレジットとして認証していただけますので、

この認証を受けましてクレジットを売却して得

た資金を県のほうに寄附をいただきまして、県

の地域環境保全基金に積み立てをして地球温暖

化対策等の事業に活用させていただいておりま

す。

新規でお願いしております２３５万４千円で

ございますが、従来はこのクレジット認証を受

けるために必要なモニタリング報告書の作成を

九州経済産業局の支援を受けて行っておりまし

たが、この支援が終了いたしましたので要求を

させていただいております。この内訳でござい

ますが、モニタリング報告書作成の委託料とし

て４５万４千円、それから電気事業者に太陽光

発電の売電料の情報開示をする必要があります

ので、その手数料が２１万円、差し引きします

と１６９万円ということになりますが、これが

クレジットの売却に伴う寄附金の基金への積立

金１６９万円ということになりまして、予算概

要書の１８ページをごらんいただきますと、地

球温暖化対策事業費のところで左の財源内訳の

中ほどのその他の欄の寄附金に１６９万円とい

うことで計上しておりまして、これがこのまま

基金のほうに積み立てということで歳出で計上

しておりますので、さきほど申しましたように、

この額を後年度の事業に活用させていただくと

いうことでございます。以上でございます。

山﨑自然保護推進室長 ジオパークの再認定審

査を受けまして、指摘された課題を踏まえて平

成３０年度以降の重点的に取り組む事項はとい

うことです。

おおいた姫島ジオパーク、おおいた豊後大野

ジオパークは平成２９年１１月に再認定の現地

審査を受け、１２月に両地域ともジオパークに

再認定されました。両地域ともおおむね高い評

価をいただいたところでございます。今後は再

認定を受けた両地域の重点的な取組といたしま

して、まずガイドのスキルアップ、それと地域

資源の魅力アップ、それと教育活動のさらなる

充実、これは豊後大野ですけども、道の駅の情

報発信機能の強化、こういったものに重点的に

支援してまいりたいと思っております。よろし

くお願いします。

森髙私学振興・青少年課長 三つ目の再犯防止

計画策定経費についてお答えいたします。

平成２８年に施行されました再犯の防止等の

推進に関する法律第８条において、都道府県は

国の再犯防止推進計画を勘案した上で、地方の

再犯防止推進計画を策定する努力義務が規定さ

れたところでございます。平成２９年１２月に

国の再犯防止推進計画が閣議決定されたことを

受けまして、本県では平成３０年度に県の再犯

防止推進計画の策定に着手したいと考えており

ます。この計画の策定にあたりましては、民間

支援団体に参加いただきまして、県計画策定協

議会を設置して検討していきたいと考えており

まして、この協議会には民間委員さん出席して

いただきますので、その委員の謝金等でござい
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ます。そういったものの開催に要する経費でご

ざいます。以上でございます。

森委員 ありがとうございました。

まず、Ｊ－クレジット制度について、今、太

陽光発電のグループでされているということで

すけども、まだまだＣＯ２削減に向けていろん

な県民のアイデアがあるかと思います。そうい

ったアイデアも吸い上げていただいて、太陽光

だけでない部分についてもまた研究、また支援

をいただければというふうに思います。

続いてジオパーク推進事業についてですけど

も、今回の再認定審査においては地元ガイドさ

んを中心として組織の取組も高く評価されまし

たけども、また審査員の方々から大分県自体の

積極的な取組も評価をいただいたところであり

ます。その点につきましては、認定地域、心強

い県の支援がいただけるということは非常に心

強いし、これからも引き続き再認定に向けて地

元も頑張りますけども、県の支援、引き続きお

願いをしたいところであります。また、その支

援においても、これまで地元との連携もありま

すけども、またさらに広く県民に御理解いただ

けるようにしていただけるような取組もぜひお

願いしたいと思います。

最後に、再犯防止についてであります。地域

では保護司の先生方、また、更生保護女性会、

ＢＢＳ会等地域の中でいろんな活動をされて、

特に再犯が非常に多い刑法犯に検挙数の約半分

が再犯者というような状況がある。これを何と

か減らしていかなければならないという国の大

きな方針もあるようですけども、地元として地

域の保護司の先生方、非常に熱心に頑張ってい

ただいております。この件について県民の多く

の理解を得るためにも、やはり実際にまた刑務

所の今の状況がどうなのか、また、そういった

施設とか再犯者の現況がどうなのか、また、県

の組織において、今、青少年課にございますけ

ども、再犯者の中には非常に高齢者も増えてい

るというような状況があります。この県のこれ

からの組織のあり方等について検討がなされる

のかどうか、その点について、再犯防止の件に

ついてだけ１点だけ再質問させていただきます。

よろしくお願いします。

森髙私学振興・青少年課長 ありがとうござい

ます。

県としましても地域のほうで保護司の皆さん、

それから女性会の皆さんが大変な御努力いただ

きながら御活躍いただいていることは承知して

おりまして、県としまして社会を明るくする運

動等について連携しながら取組をしているとこ

ろでございます。今議員からおっしゃいました

ように、これから再犯防止ということを推進す

るにあたりましては、県民の皆様の高い理解が

必要でありますし、地域を挙げての支援が必要

だとも言われております。この辺の理解を今後

いただいていくということは大事なことだと考

えておりますので、啓発等にも力を入れていき

たいと思っております。

それから、最後におっしゃいました県の組織

でございますけれども、私どものほうが青少年

の自立について支援しております。その中でこ

れまでは非行少年等がこの再犯という関係でか

かわってまいりましたけれども、そういう母体

がありますものですから、生活環境部の私ども

の課でこの計画をつくろうかということになっ

ております。これを当然つくりまして、事業を

実施していく取組をやっていくにあたりまして

は、全庁的な取組が必要でございますので、計

画づくり、それから今後の実践については全庁

挙げての取組になっていくかと思っております。

以上でございます。

衞藤委員長 いいですか。

平岩委員 ありがとうございます。

通告に従って２点質問をいたします。

まず、３４ページの女性に対する暴力防止推

進事業です。生活環境部ではアイネスを中心に

ＤＶ被害に遭った女性の支援、ＤＶ予防啓発等、

大変力を入れていただいていることに本当に感

謝をしております。この女性に対する暴力防止

推進事業の中のワンストップ支援センターの運

営に係る費用が１，４９０万出てると思うんで

すけれども、ワンストップ支援センターすみれ

ができて２年がたちました。私たちは県に一つ

だけでもいいからそういうセンターをつくりま
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しょうということずっと言ってきて、できて本

当によかったと思っているんですが、すみれの

中で誰がどこでどんなふうにどんな支援をして

いるということは明らかにすることはできない

と思うんですけれども、２年たってそれがどう

いう効果が出ているのか、よかったのか、そし

てこれから課題としてはどんなところがあるの

かということが分かる範囲で構いませんので教

えていただければと思っています。

それから、民泊の安全・安心確保事業につい

てです。これはもう２人の委員さんから質問が

出されましたので、民泊新法の定義だとか、そ

れから民泊監視員が何をチェックするかという

ことはよく分かった気がします。お話を伺って

いて、苦情の中で無許可に対する民泊のことが

あったということで、これは無許可で営業して

るぞという通報なのかなと思ったりするんです

けれども、現在１５日の事業の開設に向けて、

民泊の届けより以前に大分県下に民泊と言われ

るものがどのくらいあったのかということ、そ

してそれが無許可であるところは調査できない

と思いますけれども、どのくらいの民泊がある

のかなというのをふと思いましたので、すみま

せん、質問の内容についてそのようにさせてい

ただきたいと思います。以上です。

後藤消費生活・男女共同参画プラザ所長兼県民

生活・男女共同参画課長 おおいた性暴力救援

センター・すみれの成果と課題についてお答え

いたします。

すみれは平成２８年の４月に開設いたしまし

て、本年２月末までにおきまして延べ４１３件

の相談を受けました。相談の半数以上が加害者

が知人であったり交際相手などであって、警察

への届け出をためらう被害者の相談対応、支援

を担ってきたところでございます。支援にあた

っては、被害者の意思を尊重した上で、弁護士

相談や医療機関での対処などに付き添いまして、

その付き添いの件数は６３件となっております。

このほか医療費や法律相談、カウンセリングの

費用などの公費負担も必要に応じて行ってきた

ところでございます。また、過去に被害に遭わ

れてこれまで誰にも言えず一人で苦しんできた

方からの相談も受けておりまして、そういった

相談に対しては、傾聴に努め、気持ちに寄り添

っての心の支援を行っているところでございま

す。

課題といたしましては、これまですみれのこ

とを一人でも多くの方に知ってもらうためにさ

まざまな情報誌等に広報記事などを掲載すると

ともに、全ての高校生にリーフレットを配付を

してまいりましたが、まだまだ相談できずにい

る人たちがたくさんいると考えておりますので、

引き続き相談窓口の周知が必要だと思っており

ます。

また、相談できない理由としまして、例えば

被害者にも落ち度があったのではないかとか、

本気で抵抗すれば逃げられたはずだ、こういっ

た強姦神話と言われる性暴力にまつわる誤解で

すが、そういったものによる二次的被害へのお

それであったり、誰にも知られたくないといっ

た被害者の気持ちがあることから、あなたは悪

くない、あなたは一人じゃないというメッセー

ジを被害者の方々にしっかりと伝えまして、相

談をしてもらえるような広報というものが必要

であると考えております。あわせて同意のない

性的な言動は性暴力であるという、このことの

理解を広く広め、性暴力を根絶するための啓発

も大切であると考えております。以上でござい

ます。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

民泊の安全・安心確保事業費についてお答えい

たします。

まず、定義についてでございます。住宅宿泊

事業法におきましては、住宅宿泊事業とは旅館

業法に規定する営業者以外の者が宿泊料を受け

て住宅に人を宿泊させる事業であって、人を宿

泊させる日数が１年間で１８０日を超えないも

のを言います。いわゆる旅館業法につきまして

は、不特定多数の方を専用の施設をつくって泊

まらせるわけでございますけども、民泊新法に

つきましては、現に人の生活の本拠として使用

している家屋ということになります。定義とし

ては以上でございます。

もう一つの御質問でございます。無許可の関
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係につきましては、さきほども少し触れました

けども、大手民泊仲介サイトで約大分県内で３

００件ほどございますが、これの大部分が無許

可だろうというふうに考えております。という

のが、民泊仲介サイトにつきましては、個人が

特定できるような仕組みになっておりませんの

で、なかなか行政では把握できないというとこ

がございます。ただしこの民泊新法できました

ら、６月１５日から施行されますけども、それ

以降は仲介サイトが登録、それぞれ個人の方々、

企業の方々が当然仲介業として登録が必要にな

ってまいりますので、そういう無許可のところ

が淘汰されてくるという形になろうかというふ

うに思います。そういったところも含めて、私

どもとして無許可営業、旅館業法、それから住

宅宿泊事業法の無許可、無届けのないような形

でしっかり把握に努めてまいりたいと思います。

以上でございます。

平岩委員 ありがとうございました。すみれの

相談件数が４１３件というのが、ああ、そんな

にあったんだな、もちろんそれは自分でみずか

ら申告したいと思う女性の数であって、本当は

それよりもっとたくさんの人たちがいるんだな

というふうにつくづく思いました。やっぱり人

は誰かに自分の苦しみを伝えたときに、少しは

それで和らげるというところがありますので、

これからすみれの役割は大きくなっていくと思

いますし、おととい、金曜日でしたか、ＤＶ相

談、それからストーカー被害が過去最高という

こともありました。そんな中でも性暴力被害っ

て一番深刻なものだと思いますので、ぜひこれ

からも力を入れていっていただきたいと思いま

す。

該当者の人がこういうところがあるっていう

こと、そしてその被害者の周りにいる人たちが

こういうすみれみたいなところがあるというこ

と、やっぱり知るということが一番大切なこと

だと思います。高校生にそういうことを教えて

くださっているということも分かりましたので、

またみんなで力を合わせてそんなことを考えて

いければというふうに思います。

それから、民泊については、今大分県でやっ

ているのがほとんど無許可だろうというような

ところで、本当に大変なんだというふうに思い

ましたが、民泊って家主居住型と非居住型とあ

りますよね。非居住型のところでごみ出しとか

騒音とか問題が起きていると思いますし、特に

この前は殺人事件のようなこともありましたし、

その前は外国から来た人が出かけていってその

ままいなくなってしまって、亡くなっていて、

でも、それは自殺なのか他殺なのかみたいなと

ころで騒がれていて、ああ、いろいろ問題があ

るなというふうに思いましたが、やっぱり事業

主と利用する人と、そして近隣住民がうまくや

っていくということが一番求められることだと

思いますので、これからもよろしくお願いしま

す。終わります。

尾島委員 ３点お願いしたいと思います。

ちょっと出番の多い佐伯課長のとこで恐縮な

んですが、ページ４６、食の安全・安心推進事

業費のうちマル特の食の安全確保対策に要する

経費ということで、ここに説明がありますが、

具体的にどんなことをするのか内容を教えてほ

しいと思います。特に国民文化祭等開催中の云

々ということが書かれてますが、国民文化祭の

開催に向けた特別な対策のように見てとれるん

ですが、食中毒やこういった対策というのは日

常的に非常に重要なものですから、通常の対策

や指導とどう違うのか、その点もお願いしたい

と思います。

それから、次に、４７ページ、ＨＡＣＣＰ推

進事業費のうちマル特でＨＡＣＣＰ指導体制に

要する経費ということで、ここに民間指導者育

成委託費ということが計上されてますが、事業

内容について説明をいただきたいと思います。

それから、最後に、一般質問でも出ておりま

したが、食育推進全国大会の開催に要する経費、

おおいたの食育ステップアップ事業費のうちこ

の経費が計上されておりますが、大分県には食

育人材バンクに登録している方々や、あるいは

また県の食育推進会議の方々が熱心に地域の食

育推進のために尽力いただいています。今回こ

の全国大会にこういった方々がどういった役割

を果たすのか、あるいはまたこういった方々を
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どう巻き込もうとしているのか、その点につい

て説明をいただきたいと思います。以上です。

佐伯生活環境部参事監兼食品・生活衛生課長

まず、食の安全・安心推進事業費の食の安全確

保対策に要する経費についてお答えいたします。

この事業につきましては、尾島委員言われる

ように、大型イベント対策の事業でございます。

一つは食物アレルギー対策、もう一つは食中毒

対策の二つでございます。食物アレルギー事故

対策といたしましては、視覚的に分かりやすい

方法といたしまして、食品ピクトグラムという

絵文字を示して、例えば卵だとか小麦だとかを

絵で示して外国の方でも分かるようなリーフレ

ットを作成して、飲食店、ホテル、旅館等々の

窓口でそれを示しながら指を指して私はこれ、

このアレルギーがありますということを把握で

きるようなリーフレットを作成いたしまして、

それをホテル、旅館、飲食店等々に広げまして

アレルギー対策を防いでいこうというものでご

ざいます。また、このリーフレットにつきまし

ては、４か国語で作成をいたしまして、県内に

お見えになる外国の方々に周知を図っていきた

いというふうに考えております。

それから食中毒対応といたしましては、外国

人観光客の食品事故発生時の危機管理の手引を

策定をいたしまして、飲食店向けに作成をいた

します。また、外国人観光客が患者となった食

中毒事故を想定とした机上訓練も実施をいたし

ます。これには保健所、ＡＰＵ等の留学生、営

業者の参加で実例を想定して行う予定でござい

ます。食中毒の防止が一番なんですけども、や

はり外国の方で一たび食品事故が起こった後の

対応というのも迅速に対応することが必要にな

ってまいりますので、こういった机上訓練を実

施したいということでございます。

それから、日常的な指導対策との違いはとい

うことでございますが、通常は保健所の食品衛

生監視員が地道に食品営業施設や集団給食施設

への立入検査、収去検査、講習会などを実施し

ておりますけども、来年度から新たに大型イベ

ント対策といたしまして、旅館、ホテルや飲食

店などに対しまして、またイベントで飲食物を

提供する営業者の方々を対象といたしまして臨

時の講習会を開催をしたり、主要施設に対して

は立入検査を行うなど、指導を強化いたしまし

て、国民文化祭やラグビーワールドカップにお

ける食中毒防止対策に万全を期したいと考えて

おります。

続きまして、ＨＡＣＣＰ推進事業費の指導体

制に要する経費のところでございます。この事

業は大分県の食品衛生協会に委託をするもので

ございまして、委託の項目といたしましては、

講師料や教材費の事務費でございます。国のＨ

ＡＣＣＰの制度化の案では、従業員の一定数の

規模以上のところを対象とした基準Ａと、それ

から中小規模事業者を対象とした基準Ｂの二つ

の衛生管理に分かれるというふうになっており

ます。その二つの基準に合わせまして研修プロ

グラムは２種類を想定しておりまして、Ａ基準

の指導者を年間約２０名に、Ｂ基準の指導者を

年間約１２０名養成いたします。

続きまして、３点目の食育推進全国大会に要

する経費でございます。尾島議員言われたとお

り、県内各地で非常に積極的に活動されてる方

がたくさんおられます。食育人材バンクに登録

している９０名や県の食育推進会議２０名おら

れるわけですが、これらの方々の中から全国大

会の準備委員をお願いをいたしまして、当初か

ら御意見を伺いながら計画を進めてまいりまし

た。大会ではこれらの方々には積極的にみずか

らの活動の発表の場やそれぞれの方々が連携し

たシンポジウムを開催をしていただく予定とな

っております。例えば宇佐市院内の下恵良食育

サロンさんや大分市のおおいたオーガニックマ

ーケットさんなど多くの方々に例えば弁当の日

をテーマとしたシンポジウム、それからワーク

ショップなどなどで積極的にかかわっていただ

いておりまして、さまざまな活動者のネットワ

ークが強まっていると感じております。大会後

はこのネットワークを生かしまして食育をさら

にステップアップさせてまいります。以上でご

ざいます。

尾島委員 １点だけ、最初に説明をいただきま

した食の安全・安心の部分ですね。ここの説明
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が国民文化祭等開催中にということで書かれて

ましたんで、私は今年のメーンイベントである

国民文化祭が念頭にあったかなと思ったんです

けど、今説明を聞いてますと大型イベントとい

うことで、来年のラグビーワールドカップに備

えた対策が主な視点ではなかったかと思うんで

す。ですからこの「等」という言葉があります

けど、ここにワールドカップもラグビーも入れ

ていただければよく説明がついたんではないか

と思いました。その１点だけです。それもう私

の感想で結構です。いや、特にありません、も

う。

衞藤委員長 いいですか。

玉田委員 私のほうからは、さきほど土居委員

も少し触れましたけれども、ユネスコエコパー

ク、予算概要書１６ページの推進事業の中で、

宇目エリア、豊肥エリアの具体的に事業内容に

ついて教えていただきたい。

それから、エコパーク内の昨年の台風１８号

の被害の状況についてどのように把握されてい

るか。

それと湧水、地下水ですね、人が入ってくる

とそれはもう必ずそこにやっぱり飲んだり顔洗

ったりいろいろしますので、地元の山岳会の話

では、今年、ＮＰＯ法人の方が何件か何か所か

回って水質検査して、それに山岳会の方が一緒

に歩いたという話あるんですけれども、その辺

について今回それが予算計上されているのかど

うか、その点についてお答えください。

それから、水の問題もう一つですけども、５

９ページの小規模給水施設普及支援事業、これ

は本当に小さい事業ですけれども、着実な事業

だと思ってますけれども、来年度の予定につい

て教えてください。以上です。

山﨑自然保護推進室長 まず、宇目エリアでは

年間を通した誘客のため藤河内渓谷でトレッキ

ングやキャニオニング、こういったメーンのア

クティビティーに加えまして、ぶどう狩りなど

周辺の魅力的な体験をプラスした福岡、大分発

着のバスツアーを行います。また、藤河内渓谷

へのアクセス改善を検討するため、道の駅宇目

からのシャトルバスの試行運転を行い、利用状

況を調査いたします。

豊肥エリアでは、さきほど少し御説明しまし

たが、大分駅での啓発イベント、これアウトド

ア志向のファミリー、親子で楽しめるようなそ

ういったものですけども、そういった啓発イベ

ントを行います。また、祖母山登山口等主要ポ

イントへの案内板を設置いたしたいと思ってい

ます。

２番目のエコパーク内の被害の状況、復旧エ

リアの状況等ですけども、台風の被害は傾山登

山道や藤河内渓谷などの東のほうで、東部のほ

うで大きく、豊後大野市では傾山に通じる市道

九折線、冷水コースや官行コースへの林道が通

行不可あるいは通行困難となっております。佐

伯市では藤河内周辺の市道、登山道は復旧しま

したが、傾山登山道に続く林道西山線などが通

行どめとなっております。県では登山客の安全

確保のための情報発信などについて市に協力し

ていきたいと思っております。

それとエコパーク内の流水、地下水、湧水と

も言えますけども、水質検査についてです。ち

ょうど今年度から３年間かけて祖母傾国定公園

の自然環境学術調査ということで、いろいろ動

物とか植物に加えまして水質の調査も入ってお

ります。エリアを今年は豊後大野エリア、来年

は宇目エリア、３年目は竹田エリアということ

で、３回に分けて行うんですけども、今年度は

奥岳川水系、神原川水系、ｲﾙｷ川水系、緒方川

の２２地点で河川水の化学成分調査を行いまし

た。最終的な結果の取りまとめは３１年度に予

定していますが、現段階では河川の水としては

水質的には非常に良好ということの意見をいた

だいております。ただ、湧水などにつきまして

は、天候と、あとイノシシとか鹿とかそういっ

た、イノシシは最近増えていますけども、そう

いった野生動物の影響を、大腸菌とかそういっ

たことがあるということで、そういう気象とそ

ういう野生動物の行動等ありますので、安定的

な検査結果はなかなか求めるのは難しいという

ことで、もし本当に飲料水ということになると、

これはまた塩素消毒、殺菌、こういったのをち

ゃんとしないと県としてこれ安全ですと言えな
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いと思いますので、その辺は御理解いただきた

いと思います。

そうした水質の検査の予算計上につきまして

は、今のところ予定はしておりません。よろし

くお願いします。

中西環境保全課長 小規模給水施設普及支援事

業の来年度の予定についてお答えいたします。

この事業については公営水道の整備が困難な

小規模集落等の水問題を解決するために中長期

計画を策定し、積極的に給水施設整備に取り組

む市町村に対し支援を行う事業でありまして、

来年度要望として市町村からは津久見市、豊後

大野市、別府市、竹田市、九重町の５市町から

要望を受けております。補助額としては上限各

１地区ごと６００万円を予定しております。以

上です。

玉田委員 ありがとうございます。

まず、エコパークの関係なんですけれども、

台風１８号の被害について、その状況について

把握されているということで、そうすると、今

お話伺ったところ、かなり取りつけのところか

らも随分やられているなと。ですけども、山の

中に入ると、それはもううかがい知れないほど

やっぱりひどい状態だろうなというふうに思う

んですけども、先般の行動計画のちょっと目を

通したんですけれども、登山道の整備というこ

とで書かれておりました。ぜひ登山道の整備、

基盤をしっかりとつくってほしいというのと、

また災害の復旧という視点で、今ある道が地図

に載ってるわけですから、登山道として、そし

てそれをルートにして上がっていくときに、途

中道が切れていたり、そうすると迂回しなくち

ゃならなかったり、そうすると祖母傾経験され

た方はもう分かると思いますけども、大変急峻

な山ですので、回り道で相当やっぱり時間がか

かったり、耐力消耗したりします。そういうこ

とで、さきほどの情報の共有、道の情報の共有、

災害復旧できるまでの共有等をしっかりやって

いただきたいというふうに思っています。

それから、もう１点、土木のほうとかでよく

言うんですけれども、道路はやっぱり命の道で

もあると、救急搬送とかそういうことでよく表

現使われますけれども、登山道はまさに救急搬

送のときの大事な道でもありまして、そこがし

っかりと情報が伝わってないと救急搬送もやっ

ぱり非常に困難になると。我々がよく伺ってい

るのはやっぱり国有林内を通るときの道、そし

て市道から国有林の中の道を通って山の中に入

っていくケースに、国有林内の道が狭いので広

げてほしいというのはなかなか国が動いてくれ

ないとか、そういうところもありますので、国、

県、市町村との連携をとってしっかりとその辺

はやっていただきたいというふうに思っていま

す。

それから、小規模集落の水の件ですけれども、

この事業、本当に皆さん喜んでいると思うんで

すが、喜んでいるの確かですけど、最近やっぱ

り多いのが１軒、２軒というふうに孤立してい

る家があって、孤立というか非常に集落が離れ

ている家があって、そして気候変動によって今

まで水を川から引いていたのが非常に安定的に

引けなくなったと。それでどうしたらいいかと

いう相談よく受けるんですね。そうすると、ボ

ーリングするにしても随分と距離が延びるもん

ですから、それもきついと。そうすると、今の

この制度では２軒か３軒か必要ですので、同じ

ところが、要求するところが。そうするとやっ

ぱりそれも個人の資産形成になるという問題で

なかなかそれもかからないと。ぜひちょっと今

の制度の中身をネットワークコミュニティーの

根幹である生活湧水の安定的供給というその視

点で、ぜひこれも制度の検討をお願いできない

かというふうに思っております。その辺につい

てまた見解があればよろしくお願いいたします。

中西環境保全課長 小規模集落の支援について

は企画振興部のほうでもやっておりまして、そ

の中で災害時の給水施設の支援とか取り組んで

おります。現状なかなか１軒とかいうのは制度

今の中では難しいんですけど、そういった企画

のほうとの協議も重ねて、小さな集落について

の支援も協議していく必要があるのかなとは思

っております。以上でございます。

山﨑自然保護推進室長 玉田議員御指摘のとお

り、かなり豊後大野エリアですね、崩れており
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まして、これはそういう登山客の安全対策のた

めにもエコパークの実施主体の協議会等で情報

を集めまして、各市町村等から、それをフェイ

スブック等で素早く情報発信できるようにして

おります。あと、緊急の搬送用道路とかそうい

ったのやはり森林管理署等とも協議する場が一

応ユネスコエコパークの協議会、この中には県

と市町村のみならず、森林管理署のほうもちゃ

んと入ってますので、そういったところでやっ

ぱり協議しまして、なかなかかなりお金もかか

るところもあって、すぐにというわけにはいか

ないかもしれませんけども、いろんな知恵を出

し合って補助金等とか交付金等とか活用しなが

ら、そういったところを可及的速やかに直して

いきたいと思います。よろしくお願いします。

玉田委員 ぜひよろしくお願いします。

有名な登山の観光客が多いとこ行くと、入り

口んとこ登山届を入れるところに情報センター

ありますよね。ですからこういう情報をしっか

りと共有して、そしてそれぞれの地域での登山

のところの一番最初ここに寄ってくださいと。

そこで登山情報についての情報共有するように

よろしくお願いします。

羽野委員 ありがとうございます。

私から１点のみちょっとお尋ねいたします。

予算概要の７１ページ、人権啓発環境整備事業

費です。事業概要欄を見ると、教材整備に要す

る経費とありまして、この中に啓発冊子の作成

というのがあります。一般質問の中で、人権・

同和教育課のほうが中１と高１の全生徒にＬＧ

ＢＴの啓発用の漫画冊子を配付するということ

がありましたけど、この点かなという思いがし

ましたので、そのことであれば、それ以外のこ

の冊子の配付しているのであれば、その配付状

況についてお伺いしたいと思います。

池辺審議監兼人権・同和対策課長 ＬＧＢＴ啓

発漫画「りんごの色」につきましては、本年度

の事業として県内在住の当事者や漫画家の御協

力を得まして当課が３万部を作成いたしました。

県内全ての小・中・高・大学には中１、高１の

全生徒に配付した分を含めまして約２万５千部

を配付しているところでございます。また、県

民の方に広くごらんをいただくため県立図書館、

アイネス、各振興局、保健所などの県の施設及

び県が広報に関する包括協定を締結しておりま

すコンビニエンスストアなどに合わせて約３千

部を備えております。その他約２千部につきま

しては、市町村や企業人権啓発団体などに配付

しているほか、御希望のあった個人、団体にも

配付しているところでございます。

なお、平成３０年度の予算の教材整備に要す

る経費１７４万７千円の内訳でございますけれ

ども、ＬＧＢＴの方をはじめ、差別を受けられ

る当事者へのインタビュー記事をまとめました

そういった啓発冊子の作成や人権関連書籍、人

権啓発ＤＶＤを購入いたしまして、当人権情報

プラザに設置をして貸し出しを行う予定となっ

ております。以上でございます。

羽野委員 今年度配付した冊子が好評だという

ことでお伺いしましたので、可能であれば多く

の県民の方にごらんいただければいいのかなと

いう思いがあって質問をいたしました。引き続

きよろしくお願いいたします。以上です。

衞藤委員長 以上で事前通告者の質疑を終了い

たしました。

ほかに質疑のある方は挙手を願います。

木付委員 犯罪被害者等の支援条例ですが、県

が制定してから今年の３月議会、市町村でも国

東市をはじめ制定が進んでます。これからこの

条例というのは県下全部の市町村で制定するの

が望ましいと思いますが、動向をつかんでいる

かどうかお尋ねしたいと思います。市町村の制

定のですね。

後藤消費生活・男女共同参画プラザ所長兼県民

生活・男女共同参画課長 市町村の条例の制定

の状況についてお答えいたします。

中津市、臼杵市、竹田市、国東市、姫島村が

３０年度４月１日施行の条例を今議会に提案い

たしまして、議員おっしゃられたように、国東

市につきましては、既に制定済みでございます。

そのほかの市町におきましてもこれまで私ども

とともに条例制定について検討をしてまいりま

して、３０年度中の制定を予定しているという

ふうに聞いてるところでございます。今、日田
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市におきましてはパブリックコメントを実施し

ているという、そういう状況でございます。

木付委員 ３０年度中に制定するということで

ありますが、もし制定がおくれるようでしたら、

県のほうからアクションはあるんですかね。部

長ちょっとこれお答えを。

柴田生活環境部長 お答えいたします。

これまでさきほど後藤が申しましたように、

市町村とともに検討してきているところでござ

います。それぞれ今年度中に策定をされるとい

うことで伺っておりますので、間違いないと思

っております。以上でございます。

衞藤委員長 時間になりましたが、ほかに御質

疑はありますか。

最後、じゃあ。

吉岡委員 せいぜいもう簡単な質問です。２１

ページの食品ロスの削減に要する件ですけども、

食品ロスが家庭からと業者から約半々なんです

けど、おおいた３０・１０運動の強化キャンペ

ーンは業者が食べきりサイズしたときに何か恩

典をつけるようなそういう内容でよかったんで

すよね、ちょっとそれについて教えてください。

梶原うつくし作戦推進課長 ３０・１０運動に

ついてお答えいたします。

特に宴会の料理の食べ残しが多いということ

で、一昨年度から県民の皆様に向けて啓発を行

っておりますが、今年度から飲食店向けの情報

誌がございまして、こことタイアップをいたし

まして、そのお店を利用した方にクーポン券、

次回利用するときのクーポン券ということで、

例えば次回の会計時に千円オフだとかドリンク

１杯サービスだとか、そういうクーポンを御提

供いただきまして、普及啓発を図っておりまし

て、今年度はその取組１６店舗で展開いたしま

したが、来年度はこれをさらに広げてそうした

取組も展開してまいりたいというふうに考えて

ございます。以上でございます。

吉岡委員 どうもありがとうございました。こ

れがどんどん広がっていくといいなと思ってお

ります。

それと３月、４月は歓送迎会も大変多くなっ

てまいりますので、３０・１０、結構まだまだ

知らないとかいう、県も３０・１０運動取り組

んでいただいてると思いますので、３月、よろ

しくお願いいたします。以上でございます。

梶原うつくし作戦推進課長 先般、県庁の中の

イントラネットの掲示板に職員向けにお知らせ

をしております。また、１８市町村全てにチラ

シ等も配布いたしまして、少なくともそれぞれ

市町村の役場の皆さん、職員の皆さんには啓発、

それから市民の皆さん、住民の皆さんへの啓発

もあわせて行っていただいているところでござ

います。御意見ありがとうございました。

衞藤委員長 これをもって生活環境部関係予算

に対する質疑を終わります。

暫時休憩します。

午後０時２分 休憩

―――――→…←―――――

午後１時１分 再開

毛利副委員長 休憩前に引き続き委員会を開き

ます。

これより商工労働部関係の予算の審査に入り

ますが、説明は主要な事業及び新規事業に限り、

簡潔かつ明瞭にお願いいたします。

―――――→…←―――――

商工労働部関係予算

毛利副委員長 それでは、商工労働部関係予算

について執行部の説明を求めます。

神﨑商工労働部長 第１号議案平成３０年度大

分県一般会計予算のうち商工労働部関係につい

て御説明いたします。

資料としてお配りしております平成３０年度

商工労働部労働委員会予算概要、こちらの冊子

になります。こちらの冊子の１ページをお開き

ください。まず、３０年度の商工労働部予算案

の全体像について御説明いたします。上の表の

中ほど、商工労働部①をごらんください。予算

額ですが、表の左から３列目の予算額Ａ欄にあ

りますとおり、人件費が２１億３，９３７万円、

事業費が５０２億１，３５０万６千円、計です

が、５２３億５，２８７万６千円となっており

ます。これを右から３列目の２９年度当初予算

額（Ｂ）の計５０３億１，８０９万１千円と比

較いたしますと、その右にありますように、２
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０億３，４７８万５千円の増でございます。こ

の増の主な要因といたしましては、ＩｏＴやド

ローンなど、大分県版第４次産業革命ＯＩＴＡ

４．０の加速や小規模事業者への支援強化や人

手不足対策、今後の企業進出に対応するための

企業立地促進等基金積立金の増によるものでご

ざいます。

次に、同じページの下の表をごらんください。

県の一般会計予算額に占める商工労働部予算額

の構成比です。上段の３０年度当初予算額で見

ますと、左から３列目の計欄にありますように、

８．５％となっております。

続きまして、資料の７ページをごらんくださ

い。７ページになります。商工労働部予算案の

ポイントです。現在の緩やかな景気回復の動き

を確かなものとする必要があるとともに、人手

不足が大きな課題となっています。こうした状

況を打開するため、商工労働部ではＯＩＴＡ４．

０を加速し、県政推進指針に掲げる多様な仕事

を創出する産業の振興と人材の確保に取り組ん

でまいります。

それでは、来年度の個別事業について主なも

のを御説明いたします。

まず、最初に、１２ページをお開きください。

小規模事業支援事業費１２億８，３６９万６千

円です。この事業は商工会、商工会議所が行う

相談、経営支援や創業の支援などを行う経営改

善普及事業なとに要する経費を助成するもので

す。近年、地域の購買力の低下や経営者の高齢

化、人手不足など、小規模事業者を取り巻く環

境は変化をしています。商工会、商工会議所が

こうした新たな課題に対応した伴走型の支援を

的確に行うことができるように経営指導員の設

置基準を見直し、指導員を増員します。また、

事業者の多様なニーズに機動的に対応できるよ

う、補助員等の職種を見直し、経営支援員を新

設するほか、６０歳を超える経営者に対する事

業承継診断を促進するために推進員を設置しま

す。こうした取組により、地域経済や雇用、活

力を支えている小規模事業者の持続的な発展を

後押ししていきます。

続きまして、１８ページをお開きください。

中小企業金融対策費、いわゆる県制度資金に関

する予算３５７億９，５８３万４千円です。中

小企業・小規模事業者の資金繰り支援には引き

続き万全を期す必要があるため、来年度の県制

度資金の新規融資枠については、１９ページの

事業概要欄の表の一番下、計の右側にあります

とおり、今年度と同額の７００億円を確保して

おります。

また、新たに二つの資金を創設することとし

ております。一つは前の１８ページの事業概要

欄の表の下から２番目、災害復旧資金です。従

来の地域産業振興資金災害復旧融資を見直し、

保証料率の引き下げなど、より一層の利用者の

負担軽減を図るために創設するものです。もう

一つは表の下から６番目、これもマル新と書い

ておりますけれども、事業承継資金です。これ

は事業承継の際に必要となる資金調達を支援す

るため創設するものです。

続きまして、少し飛びますが、３５ページを

お開きください。３５ページになります。事業

名欄の上段、ドローン産業振興事業費５，５０

８万３千円です。この事業は昨年６月に設立し

た大分県ドローン協議会等と連携してドローン

産業の振興をさらに加速するものです。具体的

にはドローン機器の開発を引き続き支援すると

ともに、本県の取組を県内外にアピールするド

ローンイベントを開催します。また、今月９日

に佐伯市宇目で行った宅配サービスの実証実験

の結果も踏まえ、実用化に向け実証実験をさら

に進めていきます。加えて産業科学技術センタ

ーに整備する先端技術イノベーションラボの活

用推進などに取り組みます。これらを進めるこ

とにより、さらなるドローン産業の集積を促し、

西日本随一のドローン産業の拠点化を実現した

いと考えております。

続きまして、３８ページをお開きください。

事業名欄の上から２番目の医療機器産業参入加

速化事業費４，００５万５千円です。この事業

は県内企業の医療関連産業への参入を支援する

ものです。医療分野にとどまらず、看護、介護、

福祉分野にも支援対象を拡大しているところで

す。来年度は研究開発補助をはじめとする製品
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開発支援を拡充することとしています。

続きまして、また少し飛びまして５４ページ

をお開きください。姫島ＩＴアイランド構想推

進事業費８，０３０万１千円です。姫島村にお

いては島外への人口流出が進み、新たな雇用の

場の創出が喫緊の課題となっている中、今年度

新たにＩＴ企業２社を誘致しました。この姫島

ＩＴアイランド構想では、さらなる企業誘致に

向けコワーキングスペースなどの基盤整備や進

出企業が中心となった先駆的なプロジェクトへ

の助成、ＩＴ関連のイベント開催などを行い、

ＩＴアイランドとして姫島のブランディングを

図っていくこととしています。このように、姫

島村で事業を集中実施することにより、進出企

業の定着とさらなる人材の呼び込みを狙うと同

時に、ＯＩＴＡ４．０に挑戦する大分県を象徴

する事例をつくり、県全体の産業活力の創造に

つなげてまいります。

続きまして、６０ページをお開きください。

観光関連消費拡大支援事業費２，４３０万９千

円です。観光関連産業は域外の消費を取り込む

ことができ、幅広く消費と雇用を生み出すこと

から、おんせん県おおいたを支える重要な産業

の一つです。今年の国民文化祭・全国障害者芸

術文化祭や来年のラグビーワールドカップ２０

１９など、今後、大きなイベントが続きます。

また、来年夏にはＡＮＡインターコンチネンタ

ル別府リゾート＆スパが開業することから、国

内外からの多くの観光客、特にこれまで少なか

った外国人富裕層の来県が見込まれます。この

ため、進出するインターコンチネンタルホテル

と連携した外国人富裕層向けの体験型サービス

の開発や土産物品の販売強化など、観光関連事

業者の取組を支援することにより、観光誘客に

よる県経済への波及効果の拡大を高めてまいり

ます。

続きまして、６９ページをごらんください。

６９ページの事業名欄の一番上ですが、企業立

地促進事業費１２億１，１４７万９千円です。

この事業は誘致企業に対して投資額と雇用人数

に応じて補助を行うものです。平成２９年度の

本県における企業誘致の状況は、２月末時点で

５１社となっており、過去最高を更新している

状況です。今後も戦略的な誘致活動を行い、こ

れまで集積の進んでいなかった地域も含め企業

誘致を進め、地方創生の実現を図ってまいりま

す。

続きまして、７５ページをお開きください。

事業名欄の一番上、働き方改革推進事業費１，

４８６万１千円です。来年度は企業における実

践リーダーの養成や企業への専門家派遣を行う

ほか、新たに経済団体と連携して経営者を対象

とした勉強会を県内各地で開催し、働き方改革

に向けた取組を県内全域に浸透させます。また、

昨年８月にまとめたおおいた働き方改革共同宣

言の目標、四つございますけれども、これを達

成するように引き続き取り組みます。

また、働き方改革とあわせて県内企業の人手

不足対策にも取り組みます。県では平成３１年

度までに県内での就業就職者数１万８，５００

人の確保を目標に掲げて取組を進めており、今

月５日には追加の対策も好評したところです。

若年者に対しては、学生に加え保護者や教員へ

のアプローチを強化します。具体的には、高校

生の保護者に対する企業説明会や県内企業と理

系大学教授の情報交換会を新たに開催します。

また、学生に対しても近年増加傾向にあるイン

ターンシップの実施を容易にするためのマッチ

ングサイトを創設します。女性やシニアについ

ては、働く意欲がありながら就職に踏み出せな

い方への後押しが必要です。女性に対しては在

宅ワークの普及促進に加えて、女性向け合同企

業説明会を開催します。また、シニアに対して

は就職面談会の回数を増やすとともに、職場見

学会の実施などにより就職を支援してまいりま

す。今後とも働き方改革による職場環境の改善

を進めるとともに、多様な担い手の確保に取り

組んでいきたいと考えております。

以上で商工労働部の主な事業の説明を終わら

せていただきます。御審議のほどよろしくお願

い申し上げます。

毛利副委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。答弁は挙手し、私から指名を
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受けた後、自席で起立の上、マイクを使用し、

簡潔明瞭に答弁願います。

事前の通告者が９名おります。時間も限られ

ておりますので、円滑な進行に御協力を願いま

す。

順次指名してまいります。

桑原委員 予算概要３５ページ、工業振興課所

管事業、ドローン産業振興事業について質問し

ます。

県は佐伯市宇目でドローン宅配の実用化に向

けた実証実験を行いましたが、単なる実験で終

わりにするのではなく、商業ベースで実用化し

ようとするならどのような課題を克服しなけれ

ばならないと認識しているのでしょうか、お答

えください。

工藤工業振興課長 お答えいたします。

今回の佐伯市宇目における実証実験でござい

ますが、実際の宅配サービスで注文を受ける１

０キロ程度の重量物の輸送と地形の複雑な山間

部における山越えの飛行について第一弾の検証

を行ったものでございます。今後の実用化に向

けては飛行距離の延伸、あるいはそのための通

信手段として携帯電話網の活用、離着陸時の安

全対策などが課題と考えております。これらの

技術的課題をクリアしながら制度面の制約やコ

スト面から採算性なども分析、解決を図りまし

て、メード・イン大分のドローン宅配システム

の実用化と各地の宅配サービスへの展開を目指

したいと考えております。

桑原委員 佐伯市で実証実験していただいたと

いうことで、市民のほうも非常に期待をしてい

るとこであります。今後、実用化に結びついて

佐伯市のいわゆる買い物弱者とかの助けになる

こと強く望んでおります。

それで、今、課題述べていただきましたけど

も、離着陸時の安全性ということが述べられま

したけれども、やっぱり飛ぶもんですから落下

し得るっていうところが最大だと思うんですね。

例えばドローン自体の故障、ハッキングという

のもありますね、あとはバードストライキング、

盗む目的での追撃など、こういったことが考え

られております。宇目では全国初となる１０キ

ログラムの規模の輸送、試みておりますが、積

載重量が大きいということは宅配の利便性を高

めますが、他方でドローンの重量も大きく、落

下事故のリスクも高くなります。もともと飛行

ルートに人が住んでいなければ万一落下しても

人身事故という最悪の事態を回避できるところ

であります。そういう意味で考えれば、離島へ

の運送にドローン宅配を使うっていうことは、

これは何ぼか安全性が高いと。盗み目的という

のありましたけれども、海上では物が沈んでし

まいますので、そういうものもないというとこ

ろだと思います。

県は現在、姫島ＩＴアイランドなど離島サテ

ライトオフィスの整備を推進していますが、離

島の場合は物流を海上運送に依存することにな

り、時間もコストもかかりますので、ドローン

宅配のほうに優位性があります。楽天、アマゾ

ンなどネット通販大手は既にドローン宅配の実

証実験を終えており、こうした企業の協力も得

て離島サテライトオフィスへのドローン宅配の

実用化ということを提案したいと思います。姫

島に誘致した２社はいずれもＩＴ企業でありま

すので、従業員はネット通販の利用にたけてい

るはずです。姫島ＩＴアイランド構想推進事業

の資料には、全国に類のないモデル創出の必要

ありとしており、また、先駆的な実証実験、技

術開発への補助があげられていますので、ここ

にドローン宅配を加えることは事業の趣旨にか

なっていると思っております。今回の予算では

姫島ＩＴアイランド構想推進事業及び離島等サ

テライトオフィス整備推進事業がドローン産業

振興事業とは別個に策定されておりますが、縦

割りの弊害を克服し、これらの事業を有機的に

連携させれば相乗効果が得られるのではないか

と考えておりますが、いかがでしょうか。

工藤工業振興課長 確かに山間部で宇目で行っ

た以外、県外の実験は海上輸送というのが結構

パターンございます。それは制約が少ないとい

う、電波の障害が少ないということでやってお

りますので、今回、佐伯市さんのほうが非常に

協力的だったこともありまして、当初、大入島

等の活用も考えたわけなんですけれども、今回、
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宅配事業、宇目町が従来から非常に困っている、

採算面で困っているという背景もありまして、

山間部で実験したものでございます。

姫島アイランド構想には、この道路案は入っ

ておりませんけれども、将来的には、さっきお

っしゃったようなＩＴ企業もございますので、

地元の理解を得ながら、そういうことが可能に

なれば、当然、姫島の実証実験も考えられるか

なというふうに思っております。

田北情報政策課長 委員おっしゃいました姫島

ＩＴアイランド構想の中の、事業の中の先駆的

なプロジェクト実施への費用補助ですね、こち

らにつきましては、姫島に立地していただきま

した２社が中心となって、地域課題等を解決す

るプロジェクトをするための支援でございます。

これは今から公募をかけていくということなの

で、ドローンを排除しているわけじゃありませ

んけれども、立地企業が提案するプロジェクト

に対しての支援ということで、予算をお願いし

ております。以上でございます。

桑原委員 もう要望にとどめますけれども、や

っぱり実用化までこぎつけるためには、さきほ

ど申し上げましたけども、離島であると、今の

海上輸送に対して、かなり優位性があると。そ

こで、採算性も出てきますので、やはり企業に

そういう利点がないと、実用化までなかなかこ

ぎつけない。

姫島であると、そういう利用する方が今多い

んじゃないかなという、そういう実証実験の間

の頻度というのも、多分、上がるんじゃないか

なと思いますので、そういうものが積み重なっ

てやっと実用化、そして、佐伯の宇目とか大入

島とかにもつながるものと思っておりますので、

考察いただいて、進めていただければと思いま

す。お願いいたします。

土居委員 概要の５８ページです。生きがい消

費型商店街等支援事業についてです。

生きがい消費型と生活支援型、細かく分かれ

ていますけれども、この内容についてお伺いし

ますし、これは一緒に使えないのかどうかにつ

いても、お伺いします。

また、２９年度は、がんばる商店街総合支援

事業という事業名でしたけれども、等がついて

います。生きがい消費型商店街等、この等は、

生活支援型もあるよという等なのか、その等に

ついてお伺いします。

森山商業・サービス業振興課長 生きがい消費

型商店街支援事業について、御説明いたします。

本事業は、２種類の商店街の取組を、市町村と

連携して支援する事業でございます。

まず、一つ目の生きがい消費型商店街支援事

業につきましては、近年増加するインバウンド

をはじめ、・・・外からの誘客を取り込み、消

費拡大を目指す生きがい消費型の商店街に対し

て、将来ビジョンの策定や、ビジョンに沿って

行うインバウンドへの町歩きツアーのルート開

発、おもてなしカフェの整備といったその取組

を、新たに重点的、継続的に支援するものでご

ざいます。

もう一つの生活支援型商店街支援事業ですけ

ども、これは、多くの商店街が地域住民のコミ

ュニティーとしての役割を担っているというこ

とですから、地域住民の生活を支える生活支援

型の商店街に対しても、これまでと同様に、高

齢者向けの健康講座や休憩所の整備、各個店の

店主が、製造技術や商品のこだわりなどを、地

域の子供や来街者に伝える講座まちゼミ、こう

いったものの実施について、取組を支援してい

くものでございます。

こういう二つの型の商店街に対して、支援を

行いますことから、この事業名を生きがい消費

型商店街等支援事業としております。以上でご

ざいます。

衞藤委員長 よい、いいですか。

堤委員 お疲れさまです。１２ページの小規模

事業支援事業費、さきほど、部長のほうから説

明がありましたけども、小規模事業者は、やっ

ぱり税務だとか記帳だとか、経営分析等で営業、

何とか伸ばしていきたいというように思ってい

るんですけども、個々に、どうやってその指導

員とかがかかわっていくのかという、伴走型と

して活動していくのかということを、少し具体

的に教えてください。

６９ページの企業立地促進の関係ですね。今
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回１２億円の予算ですけども、製造業などの企

業立地に１２件、大規模投資等に１件の予算と

いうふうになっているんですけども、これによ

って、その従業員の数はどうかと。

また、協定書には正規雇用という取り決め、

常用雇用ということになっているんですけども、

県として、その期限の定めのない雇用に、どう

いう形で指導していくのか、これによる地域経

済効果というのはどうかということですね。

次が、１８ページの中小企業金融対策費、融

資ですね。

これ、いよいよ４月から信用保証制度の不況

業種を指定する、セーフティーネット保証５号

の１０割保証が８割に下げられるんですけども、

以前から少し、非常に危惧しているんですけど

も、貸し渋りの問題、各金融機関に対してどの

ような指導をされているのかということ。

最後に、９１ページの流通業務団地造成事業

特別会計のほうですね。

これ、財産収入で６億２，４８９万円が計上

されているんですけども、この数字はどういう

数字かいう点について、お伺いをいたします。

大友商工労働部参事監兼商工労働企画課長 私

から、１番目の小規模事業者支援について、お

答えをいたします。

昨年の１２月に、小規模事業者の持続的な発

展を図るという観点から、条例の改正を行わさ

せていただきました。今回の予算におきまして

も、いろんな支援策を盛り込みましたし、今回

のこの事業についても同様の拡充をさせていた

だいております。

小規模事業者の支援につきましては、平成２

６年の６月に、小規模支援法というのが改正を

されました。この中で、各商工会、商工会議所

というのが、個別に経営発達支援計画というの

をつくって、どういうふうに事業者に対してア

プローチをしていくかというのを、計画をつく

っております。現在、１３の商工会、商工会議

所でこの計画が策定されております。

まずはそういったことで、ここのベースにな

るこの計画を各２７、商工会、商工会議所につ

くっていただくということを進めております。

その中で当然支援を進めていけば、いろんなア

プローチをする段階で、マンパワーが不足する

とかいうこと、ノウハウが必要になってくると

いうことで、今回、指導員について、１２７名

から１３３名ということで拡充をさせていただ

いております。

あわせて、当然、資質の向上も重要になって

まいりますので、商工会議所にあっては、特に

その人事が入ってからやめるまで同じ商工会議

所といったこともありますので、人事交流を進

めたり、研修を強化していったりということを

やっていきたいというように思っております。

条例を改正する際に、いろんな課題もありま

した。新商品の開発サービス、販路開拓であっ

たりとか、マネジメントの問題、あるいは人材

の確保、育成、事業承継ということも課題にな

っております。

あわせて、昨今、さきほどのマネジメントに

も関連しますけど、ＩＣＴの活用であったり、

あるいは働き方改革、人材確保につながる働き

方改革というのも重要になってきますので、さ

きほど、指導員の充実ということとあわせて、

経営支援員というふうなものを新設するように

しております。

これまで、いわゆる指導員の補助だけやって

いた方としての補助員、あるいは、記帳、税務

指導だけやっていた記帳専任職員、こういった

方々がいますので、そういった職種を垣根を越

えて、いろんな対応ができるようにすることに

よって、時間的な余裕もできますので、そうい

ったマンパワーも活用しながら、さきほどの経

営発達支援計画に基づいて、小規模事業者にし

っかりとアプローチをしていきたいというよう

に思っております。そういったことを、県とし

てもしっかりサポートしていきたいと思ってお

ります。以上でございます。

河野企業立地推進課長 企業立地促進事業につ

いて、お答えいたします。三つございましたが、

まず一つ目、従業員数でございます。

平成３０年度の補助金交付予定企業で予定さ

れている雇用者数は、全体で１，０４６人とな

っておりますが、このうち、製造業等の１２社
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につきましては、従業員数が４２８人となって

ございます。この中で、大規模投資促進事業、

大規模投資等に、１社ございますが、こちらが

８０人ということになってございます。

続いて、二つ目の正規雇用でございますけれ

ども、企業に対しましては訪問の際などに、可

能な限り正規雇用を増やしていただくようお願

いをしております。

当課におきまして、平成２４年度から実施し

ております企業概要調査では、進出企業の従業

員数に占める正社員の割合は、年々増加傾向に

ございまして、今年度の調査では９０．１％と

初めて９割を超えました。この数字は、地場企

業の割合より、約１割ほど高い数字となってお

ります。

続いて、三つ目の地域経済効果でございます。

平成３０年度の補助金交付予定企業による投

資額は、約３２０億円を予定しておりまして、

まずはこの投資によりまして、工場建設等の関

連事業と発生や、税収増などの効果が見込まれ

るいうふうに考えております。

また、この投資による新規事業が操業開始を

することで、地場企業へのビジネスチャンスも

広がるものと考えております。以上でございま

す。

冨田経営創造・金融課長 セーフティーネット

保証５号の関連ですけれども、今回の改正につ

きましては、金融機関の支援の下で、経営改善

や事業転換等のほうが促されるよう、月額保証

は維持しつつ、保証割合を１００％から８０％

に改正するものですが、基本的には貸し出しに

際し、保証制度とプロパー融資の組み合わせに

より、金融機関等保証協会が連携して、中小企

業を支援していくものと認識をしております。

また、仮にメーンバンクが十分な融資を行え

ない場合には、保証協会が他の金融機関を紹介

するといった取組も、行うこととなっておりま

す。

県としましては、中小企業サポート推進会議

の中で、金融機関や商工団体等と話し合いをし

ながら、中小企業・小規模事業者に対する円滑

な資金繰り支援をするよう、お願いをしている

ところでございます。

なお、中小事業者向けの資金繰りを支援しま

す小口零細企業保証につきましては、１００％

保証を維持しつつ、保証枠が２千万円まで拡大

されることから、来年度の県制度資金の融資限

度額についても、同額まで拡大をさせていただ

きたいと考えております。以上です。

河野企業立地推進課長 流通業務団地造成事業

特別会計についてでございます。

財産収入の内容でございますけれども、流通

業務団地造成事業特別会計で計上しております

財産収入は、大分流通業務団地の分譲に係る土

地売買代金でございます。

大分流通業務団地の未分譲区画は、２６区画

ございまして、現在、その多くが商談中でござ

います。このうち、平成３０年度に分譲が期待

できる６区画の土地売買代金を、財産収入とし

て計上しております。引き続き、早期分譲完了

に向けて、努力をしていきたいと思います。以

上でございます。

堤委員 分かりました。

経営指導員について、伴走型で、結局、小規

模事業者だから、なかなか会議所、商工会に行

けないような方で、ちょっと来てほしいと言わ

れた場合でも、そういう指導員なり支援員さん

が、記帳だとか、またはその経営のアドバイス

だとか、そういうところまで事細かくされるの

かなということを、ちょっとお伺いをいたしま

す。

それと、企業誘致のｶﾝﾎの関係やけども、こ

れ正社員というふうにとっていいわけね、９０．

１％いうのは。そうすると常用雇用のこと、そ

れとも、正社員と言われる、期限の定めのない

ずっとやれると。最近、ほら、労働法制の改正

から、３年と５年で一応切らないかんとかいう

ようなのあるじゃないですか。それと全く違う

というふうに認識をしていいのかということを、

もう１個は。

それと、流通業務団地、これは補正でも１５

億の売却が決定された、補正で収入こうされて、

今回、６区画が売れるということで、これは本

当に河野さん先頭に頑張って売却でこうやった
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んだろうなと思うんだけれども、その６区画と

いうのは、ほぼ確定ということで見ておってい

いんでしょうかね、確定という。間違いなく財

産収入が入るという、そこの・・・ちょっと教

えてください。

大友商工労働部参事監兼商工労働企画課長 小

規模事業者の伴走型支援ということですけども、

これまでもいわゆる、よく言われておりますけ

ど、中小企業の９９％が中小企業で、そのうち

２０人以下が小規模事業者ということで８６％

あります。そういうふうに、企業そのものも体

質が違ったりしております。そういった意味で、

記帳であったりとか税務指導が必要な方々、そ

れと、商品開発とかもっと前向きに必要な方々、

それぞれあります。

そういった方々に対して、現時点でも、商工

会の指導員さんというのは、年間３万回を超え

るような指導を行っております。１人あたりに

すると、大体指導員１人あたり３００社、３０

０回くらい回っております。そういった意味で

細かい指導をしますし、さらに、その中で指導

員がなかなかノウハウを持っていないといった

部分については、専門家をまた一緒に連れてい

って、お話をすることもやっております。これ

が今７００回程度あります。

そういった意味で、いろんな細かい部分に、

声をかけていただければ、指導員としてもそう

いう使命感を持ってやっておりますので、十分

な対応ができるんじゃないかというように思っ

ております。以上です。

河野企業立地推進課長 調査の雇用形態につい

てでございますけども、今回、この調査につい

て調べたのは常用雇用ということにしておりま

して、これには正規雇用だけではなく、非正規

雇用も含まれております。

それから、６区画、今年度の６区画について、

確実に収入として見込めるかということでござ

いますが、まだ正式な契約は結ばれていないも

のはございます。２件、３区画については、今

回議決をいただいた上で、契約をして、収入が

見込めるということになりますので、議決後入

る分が３区画、残り３区画については、既に入

っておるものでございます。以上でございます。

衞藤委員長 堤委員、いいですか。

堤委員 はいはい、結構です。

小嶋委員 ２点、お伺いいたします。

１点目は、３４ページ、継続事業で、新規事

業ではないんですが、以前一般質問でも質問さ

せていただきました知的財産に関連して、創出

支援事業ですね。ここに知的財産マインド醸成

事業費ということで１３０万円ほど計上されて

おります。金額的に大きいわけではありません

が、私が伺いたいのは、中小企業の皆さん方が

知的財産を創出し、これを登録をするというこ

となども取り組まれているわけではありますが、

大分県はまだまだ、何といいますか、登録が少

ないという傾向にあるちゅうのは、昨年の質問

のときにも分かっておりましたが、実は、高校

でも、特許の取得に至る場合もあるという、去

年かおととしでしたか、その前か、大分工業高

校で特許申請をしたということで、議会でも、

勉強会に来てもらったりとかしたわけでありま

すが、その際、非常に手続はすごく難しいとい

うことと、それから費用もかかるということな

どもあって、どうしても限界を感じるところが

ありました。ですから、中小企業のみならず高

校等でも、そういうことで勉強してやろうとい

う意欲がある分については、何らかの形でマイ

ンド創出、醸成ということも関連をさせて、支

援をするということが不可能なのかどうかにつ

いて、まげてお伺いをしたいと思います。

それから、３６ページに関連すると思うんで

すが、エネルギー関連産業成長促進事業費って

ありますね。

ここで伺いたいのは、水素エネルギーの開発

に係る事業費が、この中にどれぐらい計上され

ることになっているのかなということですね。

毎年３，１００万ほど、大分県エネルギー産業

の企業会、負担金、払っておりますが、先般、

ＯＢＳでしたか、水素エネルギーに関して、工

業振興課かな、の職員も一緒に山口県まで出か

けていって、これ、いいねいいねという話を聞

いてきたと思います。

今後、やっぱり地球温暖化ということは、余
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り商工労働部関係ないのかもしれませんが、我

々としては、社会としては、地球温暖化がさら

に進んでいる中で、水素エネルギーに対する期

待というの、物すごく大きいというふうに思い

ますし、福岡とか宮城とかそういう県を挙げて

やっているようなところも、だんだん出てきて

いるわけでありますから、大分県も、まだまだ

需要はない、あるいはターミナルがなかなかつ

くれないという事情は、あるのかもしれません

けど、他と肩を並べるぐらいに、今後さらに、

水素エネルギーの開発については取り組んでい

ただきたいという思いも持って、そういった事

業はこの中にどのくらい含まれるかを、お尋ね

したいと思います。以上です。

工藤工業振興課長 まず、知的財産創出支援事

業についてお答えいたします。

県では、本年度から、高校生を含む県内の優

秀な特許出願案件を検証する特許チャレンジコ

ンテストなるものを実施しております。これに

入賞したものには、特許出願や審査請求に係る

費用相当の賞金を授与しておるところでござい

ます。

本年度は、高等学校からの応募はなかったの

でございますけれども、次年度以降は、また制

度のＰＲを積極的にやっていきたいというふう

に思っております。

また、大分県発明協会で、知的財産教育事業

といたしまして、専門家による県内高等学校へ

の出前講座を実施しております。本年度は、舞

鶴高校の１年生に対しまして、身近な食品に関

する特許や商標等について、講座を実施したと

ころでございます。

さらに、国レベルでも文部科学省等の主催に

よりまして、パテントコンテストというものが

ございまして、受賞案件に対しましては、弁理

士のアドバイスに加え、特許出願等に必要な費

用の全額を主催者が負担しております。これに

は、過去に、大分工業高校あるいは日本文理大

学附属高校が受賞しているところでございます。

なお、３０年度におきましては、県の新たな

知的財産総合戦略を策定することにしておりま

す。その中でも、学校教育における地財活動の

さらなる活性化策を検討したいというふうに考

えております。以上でございます。

失礼しました。エネルギー。エネルギー関連

成長促進事業費について、水素関連の事業内訳

はということでございますけれども、水素社会

の到来に向けた、水素関連産業の事業化支援と

いたしまして、大分コンビナートから大量に発

生する副生水素を有効活用するための技術開発

を促すというような目的で、補助率３分の２、

補助上限１千万円の補助事業を実施する予定に

してございます。

また、水素の製造から輸送、貯蔵、利用まで

のサプライチェーンの各段階における事業参入

を模索するワーキンググループによる検討、こ

れ、さきほど、委員おっしゃいました視察なん

かも一環でございます。でありますとか、これ

までに開発した新技術、新製品の展示会出展支

援等も行ってまいりたいというふうに考えてお

ります。以上でございます。

小嶋委員 ありがとうございました。特に、水

素エネルギーの関連につきましては、今後、我

々というか私も、しっかり勉強させていただい

て、調べさせていただきたいと思いますが、今

後、さらにいろいろ開発ができるように、ぜひ

よろしく取組をいただきたいと思います。以上

で終わります。

守永委員 ありがとうございます。２点、質問

させていただきますけど、まず、商工労働部・

労働委員会予算概要の３５ページ、ドローン産

業振興事業費についてなんですが、産科技セン

ターにドローンの実証実験施設が整備されて、

これから地場企業と連携をし、さまざまな開発

に取り組むというように思うのですが、ドロー

ン産業そのものの展望について、大分県として

どのように考えているのか、お伺いします。特

に、地場中小企業において、どの規模での事業

化なり、雇用の創出なりに結びつくのか、試算

的なものがあれば教えてください。

もう一つが、予算概要３６ページの、食品産

業競争力強化事業費についてですが、この事業

にかかわる企業数をどの程度見込んでいるのか、

開発商品を何点ぐらい見込んでいるのか、お伺
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いしたいと思います。

また、農林水産部で、大分魅力発信地産地消

推進事業として、地産地消商品開発コンテスト

を行ったり、またジビエ利用拡大モデル整備事

業で、ＰＲ活動強化事業に取り組んだりしてい

ますけども、これらも中小企業との連携といっ

た部分の観点があると思うんですが、これらの

事業との連携といったものは考えていないので

しょうか、お伺いします。

工藤工業振興課長 まず、ドローン産業振興事

業についてお答えいたします。

国内のドローンビジネス市場は、２０２０年

には１，４００億円を超えるという予測がある

など、今後の大きな成長が期待される分野だと

考えております。ドローンの製造や操縦技術な

どで先端技術が存在し、中山間地や海岸部など、

豊富な実証フィールドを有する本県は、さまざ

まな用途のドローン開発を行うには最適な環境

でございまして、ドローン産業の新たな集積を

図り、西日本随一の拠点化を目指したいと考え

ております。

事業化につきましては、平成２９から３３年

度までの５年間で、ドローンの機体や周辺機器、

ドローンを用いるサービスの研究開発件数２５

件、従事者につきましては、製造業におけるド

ローン開発や製造をはじめ、土木建設分野にお

ける測量や、インフラの点検・維持管理、農業

分野での農薬散布、映像などでの分野で、２０

０人の創出を目指したいというふうに考えてご

ざいます。

続きまして、食品産業競争力強化事業につい

てでございます。

本事業にかかわる企業数につきましては、大

分食品産業企業会の会員や、県主催の商談会等

に参加する食品企業など、おおむね１００社程

度を想定してございます。

商品は、これらの企業の中で、バイヤー等マ

ーケット側の助言に基づき、商品の改良を行う

ものを支援対象としておりまして、これまでの

アンケート結果等を踏まえ、２０商品程度を予

定しております。

また、農林水産部との連携につきましては、

議員御指摘の事業に限らず、定期的に業務の関

係課が情報交換や協議を行うほか、必要に応じ

て随時連絡をとり合っておりまして、現在も、

ベリーツ、あるいはジビエの加工品の開発等に

も、協力して取り組んでおるところでございま

す。

加えて３０年度は、原料産地、加工事業者、

求評商談会等に関する情報の蓄積と共有を図る

新たなマッチングサイトを構築することとして

おりまして、今後もさらに連携を深め、事業効

果を高めていきたいというふうに考えておりま

す。以上でございます。

守永委員 ありがとうございます。おおむねの

概要等は、今、説明を受けて分かったんですが、

大分県の地勢なり、環境、複雑な環境があるん

で、さまざまな実験を展開するのに適地である

というふうに御指摘だったんですが、逆に言う

と、そういう地形だけに、実用化に向けては非

常に困難な環境なのかなというふうにも感じる

んですが、大分県で開発した技術が、全国の各

地で実用化されていく、そういった際に、大分

県におけるメリットっていうのはどういうふう

なものがあるのかなというのを、いま一度、ち

ょっと説明を加えていただければというように

思います。

それと、農林水産部等との連携というのは適

宜やっているというふうなことで、ぜひ積極的

に展開をお願いをしたいと思いますし、やはり、

農林水産部なんかで、一般の方々、高校生だと

か一般の方々にさまざまな商品開発を募集をか

ける、農林水産部の取組はほとんど、調理の仕

方とかそういった部分での商品化というものに

近いのかなという気はするんですが、・・・製

造工程を踏まえた商品化というのとは、少し向

きが違うかもしれませんけども、いわゆる一般

の方々が興味を持って参画できる、そういった

中で育ってきた若者が、大分県に定着できると

いうふうに結びつけていただきたいと思います

し、その部門ではやはり、商工労働部での取組

というのが大きな成果になるんじゃないかと思

いますので、その辺、何かコメントがあれば、

コメントいただいて、終わりたいと思いますが。
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工藤工業振興課長 実用化に向けては、むしろ

ハードルが高いんじゃないかという御指摘でご

ざいますけれども、今回、佐伯の宇目で実証実

験やりましたけれども、あそこ、市も協力的で

したし、宅配事業やっております商工会も、非

常に協力的で、実証実験やる場合は、近隣住民

の合意だとか説明だとかに非常に骨を折ってい

ただきまして、実験がやりやすいような環境を

つくっていただいたというふうに考えておりま

して、そういう意味では、そういう地域のまと

まりがあるエリアにおいては、むしろこういう

実証実験は行いやすいのではないかというふう

に考えておりまして、採算面は確かに今後検証

していかないといけませんけれども、日本各地

にこういった条件の土地はあろうかと思います

ので、ぜひ佐伯モデルということで、宅配事業

は、今後いろいろ解決して、全国展開を図って

いきたいというふうに考えております。

それと、食品の関係ですけれども、農林水産

部のほうは確かに、一般の高校生とかのアイデ

アをコンビニ商品として、一定期間販売するよ

うな事業でございますけれども、委員おっしゃ

ったように、一般の方々の嗜好だとか御意見が

反映できるように、この事業は、むしろマーケ

ットがバイヤー等の御意見を取り入れて商品改

良するというようなことが、特徴の一つとなっ

ておりますので、一般の方々の御意見は当然踏

まえた上で、バイヤー等が御意見いただけると

いうふうに考えておりますので、その辺はまた

注意しながら、ぜひ一般の方々受けするような

商品開発を促していきたいというふうに考えて

います。

衞藤委員長 よろしいですか。

木田委員 ありがとうございます。予算概要の

６３ページ、県産加工食品海外展開支援事業費

についてですけれども、今年度も、事業名は違

うかもしれませんが、海外商談についてはお取

組されていらっしゃると思いますので、今年度、

海外相談会、参加された企業の数、あるいは海

外の出展先であるとか品目ですね、その状況に

ついてと、あわせて、今年度の海外商談会で、

どれだけ商談が成立できているのかということ

を教えていただきたいと思います。

そして、新年度ですね、新年度予算でのこの

海外商談会について、参加していただける企業

の数であるとか、出展先、あるいは品目、どの

ようなものを想定しているのか、今年より増え

る見込みなのかどうか、教えていただきたいと

思います。

そして、各国ごとの商談先の、相手先の国と

の取引上の課題ですね、関税であるとか、検疫

であるとか、あと、金融決済のところとか、そ

ういったものでどういった課題があるのか、あ

れば教えていただきたいと思います。

森山商業・サービス業振興課長 ただいま、県

産加工食品海外展開支援事業について、３点御

質問いただきましたので、お答えいたします。

まず最初に、平成２９年度の海外での商談会

の実績でございます。平成２９年度は、中国、

香港、台湾、シンガポール、ベトナム及びアメ

リカの六つの国、地域におきまして、海外商談

会の開催や見本市へのブース出展、上海事務所

や農林水産部と連携したプロモーション等を行

いまして、累計で１１６社が参加しております。

出展した商品でございますけども、日本酒、

焼酎、梅酒といった酒類、クッキーなどの菓子

製品、ドレッシング、しょうゆなどの調味料、

ジュース、飲料水などとなっております。

成約状況でございますけども、これは参加し

た企業からの聞き取りでございますけども、こ

れまで把握できたものが、合計で６０件、約１，

７００万円となっております。

２番目の、３０年度の海外商談会等の予定で

ございますけども、３０年度は現在のところ、

香港の見本市、台湾の日系百貨店での物産展へ

の出展、それから新たな取組として、ハワイの

日系スーパーのバイヤーを招聘した商談会、こ

れを開催するというところまでは、今予定をし

ております。

この三つで、参加企業はおよそ３０社程度の

参加は見込まれております。

品目につきましては、今年度と同様のものを

予定しております。

３点目の、取引上の課題についてでございま
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すけども、まず共通課題として、外国語による

書類とか商品ラベルの作成、あるいは原材料表

示や添加物などの各国ごとに異なった規制があ

ると、これらへの対応。それから、為替レート

の変動、あるいは海外企業の代金回収、こうい

った決済の対応というものがございます。

個別の課題といたしましては、香港のように

関税がなくて、検疫もほとんどの品目で制約が

ないという地域は例外といたしまして、例えば

中国では、日本酒に関税が４０％かかるといっ

て、ほとんどの加工食品の税率が高いと。それ

から、通関にも時間が要するためには、賞味期

限が短いものは輸出が困難になっていると。ま

た、台湾であるとかベトナムでありましても、

やはり関税率が、どの加工食品につきましても

高くなっておりまして、これが販売価格にはね

返ってくるため、商品の競争力が求められてい

ると。県内の・・・では、こうした課題が初め

て輸出に取り組もうとする、その高いハードル

になっているという状態でございます。以上で

す。

木田委員 どうも細かく教えていただきまして、

ありがとうございます。今回の県議会のオセア

ニアの調査で、スーパーマーケットのほうにも

調査に伺って、オーストラリアとかあっちのほ

うは、やっぱり検疫の課題というか、障壁とい

うか、ｾﾞｲが大きいということで、なかなか大

きな取引は難しいなということで、御指摘も向

こうでいただいて、個別の外食産業とかそうい

ったところと、地元のいい、本物志向のものと

を取引を成立させてはいかがでしょうかという

ような提案も、向こうでいただいたところであ

りますけども、こういった海外商談会、新年度、

３０社程度の参加ということでございますけど

も、ぜひ、多くの企業がいろんな業種で、大分

の地場の関係だと思いますから、そういった企

業がぜひ多く参加できるようにしていただきた

いと思います。

費用に含まれないかもしれませんけども、自

主参加含めて、応募募って、やっぱり海外に実

際見てもらうということが、大切だと思うんで

すね。私も、ボランティアで一回、フードエキ

スポじゃないですが、そういった展覧会にボラ

ンティアで行って、向こうの方と話すと、やは

り向こうの、アジアでしたけども、かなり購買

力は高いわけですね。高いお金を払っても、日

本製品は興味があるし、買いたいという、あの

場面というか、実際に体験していただくと、も

っともっと大分の地場も、海外展開を図ろうと

いう意欲が湧いてくるんではなかろうかと思い

ますので、そういう自主参加含めて、ぜひ応募

募って、多くの大分の企業の方に、やっぱり海

外というかアジアとかへ、ぜひ出かけてもらい

たいと、そういう呼びかけをしていただきたい

と思いますが、考え方をお聞かせください。

森山商業・サービス業振興課長 ３０年度の海

外商談会ですけども、さきほど、３件ほど今の

予定を申し上げました。実際には、その後も、

九州各県と連携した協議会を通じて、商談会を

開催しようとか、あるいは、昨年まで取り組ん

でいたベトナムにも、また商談会を持ちかけよ

うとか、それぞれまだこれから進めていきます

ので参加、出展を募る場面は多くなってくると

思います。

平成３０年度の予算の中で、新たに事業者そ

れぞれが、それぞれの海外戦略に見合った見本

市の出展とか、商談会への参加を支援するため

の補助金を新設してございます。これで、県あ

るいはジェトロ、そういった支援、出展とか商

談会を準備しているものについて、参加しよう

という企業に対して後押しができるように、旅

費であるとか出展費用とか、そういった一部分

を支援していきたいと、こう考えております。

以上です。

森委員 それでは、予算概要の４９ページ、情

報政策課関連で、まず質問します。

豊の国ハイパーネットワーク運営管理事業費

１億７０４万３千円のうち、新規に事業として

上げられております、豊の国ハイパーネットワ

ーク更改検討委託料１，２００万円についてで

すが、豊の国ハイパーネットワークは、我が県

の情報のインフラとして非常に重要で、根幹を

なすものなんですけども、そのネットワークが

抱える課題、また更新計画について、現段階で
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分かる範囲で御説明をお願いいたします。

次に、６０ページ、さきほど部長のほうから

説明がございましたけども、観光関連消費拡大

支援事業費２，４３０万９千円についてです。

インターコンチネンタルホテルとの連携等、

今御説明もありましたが、今説明のなかった個

店におけるキャッシュレス対応の啓発及び県産

アートワークの展示１千万円、これについて御

説明お願いいたします。

続いて、７１ページ、これは雇用労働政策課

に関連する事業の質問ということで御理解いた

だきたいんですけども、外国人技能実習制度に

関連するものです。

平成２８年１１月２８日、技能実習法が交付、

昨年１１月１日に施行というふうになりまして、

昨年１月には外国人技能実習機構が設立されて、

技能実習の適正な実施及び実習生の保護を図る

いう目的で、その機構が設立されております。

この外国人技能実習制度、いろいろ全国でも課

題として上がっている部分もあるんですけども、

この運用に関して、地域レベルでの関係機関の

情報共有というのが、これからまた重要になっ

てくるかと思いますが、その共有を図るための

地域協議会を組織できるというふうに、制度的

にされておるんですけども、それについて県の

取組等について、現在の状況を教えてください。

最後に８５ページ、大分の産業人材確保育成

事業９，３４２万８千円について、この事業の

委託先、教育訓練内容について、具体的に説明

をお願いいたします。

田北情報政策課長 まず、豊の国ハイパーネッ

トワーク更改検討委託につきまして、お答えい

たします。

ハイパーネットワークにつきましては、光フ

ァイバーケーブルで構成されております。光フ

ァイバーケーブルの寿命につきましては、屋外

で１５年から２０年と言われております。この

豊の国ハイパーネットワークにつきましては、

平成１２年から１５年にかけまして敷設してお

り、最初に敷設したケーブルは１５年経過しよ

うとしております。このため、経年劣化による

断線等が発生すれば、委員がおっしゃったよう

に、県や市町村の提供する住民サービスはじめ、

行政機能に大きな支障を来すことになると考え

ております。

そこで、更新計画でございますけども、来年

度は、ネットワークの現状調査を行いまして、

ネットワーク全体の更新の必要性、そして早期

に更新が必要な箇所の特定等、現状把握をまず

行います。あわせまして、更新方法につきまし

ては、二つ考えられると思います。引き続き、

光ファイバー網を、県として所有し更新すると、

二つ目が、民間通信事業者の光ファイバーケー

ブルなどを活用するという、二つ考えられます。

更新計画を立てるにあたりましては、更新費

用に係る維持管理費も含めまして試算し、そし

て、費用対効果を鑑み、更新手法を検討してい

くこととしております。

本委託料は、その検討のための調査経費とい

うことになっております。以上でございます。

森山商業・サービス業振興課長 観光関連消費

拡大支援事業について、具体的な事業イメージ

について、まず御説明いたします。

本事業は、観光客が増加しているものの、地

域にその消費が十分に取り込めていないという

状況にありますことから、滞在中の観光体験サ

ービスなど、コト消費の面と、土産品の購入な

どといったモノ消費の両面で、観光消費の拡大

を図っていこうというものでございます。

具体的には、まず外国人の好みやニーズを把

握しているインターコンチネンタルホテルのホ

テルコンシェルジュを招きまして、助言指導を

受けて、体験型サービスの創出と・・・を図っ

ていくと。それを、実際に観光体験サービスを

行おうとする県内事業者に対しては、助成を行

っていくと。

それから、インターコンチネンタルホテルと

いうものを活用して、竹細工など、大分ならで

はの素材、技術を使った美術、工芸品等の情報

発信を行う、富裕者層の購買意欲を高めていこ

うと。

それから、ホテルや空港、観光地の土産品等

に対して、観光客が好む商品セレクト、あるい

はポップの必要性等についてセミナーを行い、
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個別指導を通じて県産品の販売促進を図ってい

くという、それから観光消費を円滑にするため

のキャッシュレス決済の普及にも取り組んでい

くということで、モノとコト消費の拡大を図り

ながら、観光、誘客の効果を、県経済の一層の

発展につなげていこうというものでございます。

個店におけるキャッシュレス対応の啓発とい

う具体的な内容ですけども、キャッシュレス決

済というものが、外国からの観光消費を獲得す

る重要な要素になっております。既に大型店で

あるとか、高額商品を取り扱う店舗、インバウ

ンドを意識した店舗などにおきまして、多くの

店舗で何らかの対策を行っているという状況で

す。

しかしながら、依然として、クレジットカー

ドの決済でありますと、機材導入であるとか維

持の経費、手数料等がかさんで、現金決済に比

べて利益が減少するんではないかとか、あるい

は、売り上げが手元に入ってくるまでのスパン

が長くなって、運転資金が回らなくなってしま

うんじゃないかといったような理由で、導入を

ためらっている小規模な事業者も少なくないと

いう状況にあります。

こういった未導入の店舗対策としては、例え

ば別府市では、西日本シティ銀行と連携協定を

結んで、海外金融のデビットカードが、市内で

使えるような対策を検討を進めていると。それ

から、商工会議所のほうでも、主に飲食店でご

ざいますけども、対象に、安価なシステム等の

導入の促進を図っている状況です。

県といたしましては、こうした事例を紹介し

ながら、キャッシュレス導入の必要性とか、売

り上げ増につながるといった導入のメリット、

国の支援制度とか安価で導入できるシステムの

紹介、こういったものを、商工団体や業者団体

の会合等を活用して啓発をして、各個店での導

入を促していくというものでございます。以上

です。

後藤雇用労働政策課長 外国人技能実習制度の

地域協議会の現在の状況について、お答えをい

たします。

地域協議会は、技能実習生を受け入れている

地域ごとに、抱える課題等が異なっている中で、

各地域の出入国管理機関、労働基準監督機関、

職業安定機関をはじめとした国の機関と、地方

公共団体の機関、外国人技能実習機構等が、相

互の連携を図り、地域レベルで情報共有等を図

る仕組みを構築することを目的としております。

この地域協議会なんでございますが、全国８

ブロック単位で開催をするということとされて

おりまして、九州ブロックは福岡労働局に事務

局を置きます。構成員は、各県の労働局、福岡

入国管理局、九州農政局、九州経済産業局、九

州地方整備局、九州運輸局等の国の機関、それ

から外国人技能実習機構の福岡事務所と、九州

各県及び各県の警察本部で構成をされるという

ことになっております。

この地域協議会で取り組む事項、共有すべき

事項として、３点示されておりまして、一つ目

は、技能実習の適正化のための地域での課題の

共有や、重点的に取り組むべき事項の協議、二

つ目として、技能実習の現状を踏まえた制度運

用上の留意点などの把握及び共有、三つ目とし

て、制度の適正化に向けた業所管省庁、さきほ

ど申し上げましたような省庁になりますが、省

庁の出先機関、都道府県等の連携の確保及び強

化ということを、以上３点を協議するというこ

ととされております。

第１回目の地域協議会ですが、平成３０年の

６月ごろ開催をされるという予定になっており

ます。その後も毎年６月、年１回ですね、開催

される予定というふうに聞いております。

県といたしましては、地域協議会での議論を

踏まえて、技能実習制度の適正な実施の周知、

啓発に努めていきたいというふうに考えており

ます。

続いて、大分の産業人材確保育成事業の具体

的な訓練委託先や、訓練内容等でございます。

この事業は、観光産業、建設産業、物流産業

の人材の確保と育成を支援するために、技能習

得から資格取得までの一貫した雇用型の職業訓

練を実施して、就職につなげるものでございま

す。委託先は、観光、建設、物流の各産業ごと

に、人材派遣会社などの民間人材ビジネス事業
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者等を対象としたプロポーザル方式により、公

募を行いまして、決定をしたいというふうに考

えております。

訓練生は委託先と有期雇用契約を結んで、賃

金を受けながら、座学研修と現場実習を組み合

わせた訓練を行うということとしております。

具体的に申し上げますと、観光産業の座学研

修では、業界の基礎知識を学ぶ研修に加えまし

て、おもてなし接遇研修、英語などの外国語研

修などを行うこととしております。建設産業は、

建設機械運転技能などの技能講習や足場組立て

作業などの安全作業教育を行うということとし

ております。物流産業においては、大型免許の

取得や交通法令等の研修を行うということとし

ております。

現場実習につきましては、各産業ごとに関係

業界団体と連携いたしまして、企業の現場で仕

事を体験して、理解する実地研修を行うことと

しております。

この事業を通じまして、各産業において即戦

力となる人材の確保と育成を支援していきたい

というように考えております。以上でございま

す。

森委員 ありがとうございました。まず、ハイ

パーネットワークについてなんですが、更改を

すること、更新することで、市町村の負担とい

うのはあるのかどうかだけ、後ほどお答えくだ

さい。

それと、さきほどの技能実習制度のお話なん

ですけども、会派の調査でベトナムに先日行っ

てまいりました。その際に、あちらの送り出し

機関のほうに調査に伺いました。

多くのベトナムの高校卒業したばかりの１８

歳ぐらいの子が、日本語を勉強し、そして希望

を持って日本に入国するというような、本当に

いきいきとした目で、いきいきとした顔をして

いました。

彼らが日本に入ってきて、それぞれの職場、

いろんな環境の職場もあるんでしょうけども、

それで希望を持ってきたのに、その希望どおり

にならなかったというふうに肩を落として帰っ

た実習生もおるというふうな状況が、今あると

思います。

そういう中でやはり、これはしっかり県も現

場の状況、大分にもたくさん技能実習生入って

きていますけども、現場の状況をしっかり把握

しなければならないと思いますし、これが、所

管が雇用労働政策課だと思うんですけども、県

の窓口として、どこに相談に行けばいいかとい

うのは、またその事業者なりもなかなか理解し

ていない部分もあると思います。

ちなみに、雇用労働政策課のホームページか

ら、外国人技能実習制度のページに飛ぼうとし

たら、リンクがありませんというふうに今回な

っていたので、そこも、ちょっとまた確認をお

願いしたいんですけども、そういった意味で、

県のほうも、しっかりこの技能実習の現状等の

把握が必要じゃないかというふうに、私は考え

ているんですが、その点についてコメントがあ

れば、よろしくお願いします。

田北情報政策課長 豊の国ハイパーネットワー

クの更新にあたって、市町村の負担という御質

問でございます。

豊の国ハイパーネットワーク、これは、２３

億円、総事業費かけて、延長４９０何キロやっ

ております。この分につきましては、大分県の

中央ＮＯＣから市町村のＡＰっていうところま

でで、その先は、市町村が独自にこのネットワ

ークを敷いております。今考えておりますハイ

パーネットワークの更新につきましては、県分

のみというふうに考えております。

ただ、またその実際更新するときは、当然、

市町村も同じような時期にやっておりますので、

連携をしながらとは考えておりますけども、県

分で、市町村はまた市町村という形で今考えて

おります。以上でございます。

後藤雇用労働政策課長 今回の新しくできた法

律は、外国人の技能実習の適正な実施及び技能

実習生の保護に関する法律ということで、まさ

に目的が、この法律の名前はあらわしていると

いう分でございますので、県として、この法律

上の権限というものは、定めはないんですが、

包括的な管理団体等の認可権者という部分がご

ざいまして、包括的な責務があるというような
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こととされておりますので、地域協議会等も参

加をして、その辺の情報共有したものを、庁内

でももちろん情報共有をしていきたいと思いま

すし、県内の技能実習の状況把握に努めていき

たいというふうに考えております。

ホームページについては、すみません、確認

して整備をさせていただきます。以上でござい

ます。

森委員 ありがとうございました。

羽野委員 予算概要８５ページ、大分の産業人

材確保育成事業費について、お尋ねしますが、

ただいまの森議員と質問がほぼかぶりましたの

で、１点だけ、再度お願いしたいと思います。

冒頭、特に人手不足感が強い観光、建設、物

流産業ということでやってますが、この人手不

足感の強さについて、どのように把握をされた

のかお尋ねいたします。

後藤雇用労働政策課長 大分の産業人材確保育

成事業ということで、これは、予算概要見てい

ただきますと、全額国庫支出金というふうにな

っておりまして、これ厚生労働省の事業に、県

のほうで提案をして、採択されて実施をすると

いう事業になっております。

この事業の組立てを検討する際に、旅館組合

でありますとか、建設業協会、トラック協会な

どの関係団体と意見交換をさせていただきまし

て、人手不足の実態を伺ってきたところでござ

います。

さらに、毎月、有効求人倍率の発表がござい

ますが、その中で、細かく職業別の有効求人倍

率のほうがございまして、それを見ますと、建

設関係、それから保安、これ警備等ですが、サ

ービス関係、それから、運送・機械運転の順番

での職種で、有効求人倍率は高いという状況に

なっております。

平成３０年１月の職業別の有効求人倍率を見

ますと、観光産業の中で、ホテル等の従業員が

主な対象となります接客・給仕の職業で３．４

４倍、建設の職業で４．７３倍、物流産業の主

な対象となります自動車運転の職業で３．４９

倍というふうになっておりまして、１月の有効

求人倍率が１．４８倍ということでございます

が、それに比べて、かなり人手不足が深刻とい

うふうに把握をしております。以上でございま

す。

羽野委員 分かりました。私、一般質問の中で、

人手不足感の調査、最近のをちょっと示しまし

たけども、その調査では土木が、建設が１０ポ

イントぐらい、ほかの業種に比べると高くて、

ほかのは全部５０％超えているような状況だっ

た、みんな人手不足感、九州は特にあったので、

この三つの産業だけどうしてかなというふうに

思いましたので、お尋ねしたところです。国が、

全体として取り組むということであれば、それ

はそれで理解をします。ありがとうございまし

た。

大友委員 ありがとうございます。私のほうか

らは、通告最後になりましたけれども、産業振

興施策全般について、お伺いをいたします。

国内景気は、実質ＧＤＰが２８年ぶりに８四

半期連続でプラス成長となり、今後も緩やかな

成長が続くと見られています。

１月の完全失業率は２．４％と、約２５年ぶ

りの低水準を記録しています。県内経済も緩や

かな景気回復を続けており、１月の有効求人倍

率は、さきほど話出ましたけれども、１．４８

倍、３か月連続で過去最高を更新するなど、企

業の人手不足感は引き続き強いものと思われて

おります。

このような経済環境の中で、本県の産業をさ

らに振興させる新年度予算案における上程施策

等を部長には御説明をいただきましたけれども、

今後の本県の産業振興戦略について、今年度で

退職をされる広沢審議監に、その考えをお伺い

いたしたいと思います。

広沢審議監 ただいま、大友委員から、今後の

本県の産業振興戦略について、御質問をいただ

きました。皆様も御存じのとおり、商工労働部

では、２００５年、平成１７年から毎年、おお

いた産業活力創造戦略を策定し、産業振興施策

の方向性をお示ししているところでございます。

また、２００９年、平成２１年から、春、秋の

県内企業５００社訪問を開始いたしまして、企

業や県民の皆さんの意見を戦略に反映している
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ところでございます。

今回発表いたしました戦略２０１８において

は、施策の３本柱といたしまして、中小企業・

小規模事業者の活力創造、産業集積の進化と企

業立地の戦略的推進、人材の確保・育成と多様

な担い手の活躍推進を掲げているところでござ

います。景気が緩やかに拡大を続けている中で、

本県の強みである産業集積の一層の進化を図る

ことや、これまで企業立地が進んでいない地域

への誘致を進めるなど、戦略的な企業誘致に取

り組みます。

また、大分県版第４次産業革命、ＯＩＴＡ４．

０の加速のために、ＩｏＴやＡＩを活用した地

域課題解決型プロジェクトの創出など、他の地

域に負けない先進的な取組を進めていくなど、

足腰の強い強靱な産業基盤の構築を、今後とも

進めてまいります。

一方で、人口減少社会のもとでは、人材の確

保や小規模事業者の活力を、維持発展すること

が不可欠でございます。向こう３年間で、１万

８，５００人の県内就職者の確保に取り組みま

す。

また、地域経済、地域社会の維持のためには、

小規模事業者の持続的な発展を支援する必要が

ございます。商工団体の支援体制の強化や、事

業承継対策を行い、景気変動にも対応できる柔

軟で粘り強い産業構造づくりに取り組みます。

このように、産業の力である本県の魅力、強み

を十分に高め、地方創生の好循環を生み出すこ

とが、今後の本県の産業戦略の基本と考えてお

ります。

２００８年のサブプライムローン、リーマン

ショックによる世界的な金融恐慌から１０年を

迎えます。グローバル化により、世界経済がい

つ、どのように劇的な変化を起こすかは、予想

できませんが、本県経済がさまざまな変化に迅

速に対応、そして発展するよう、今後ともしっ

かりとした戦略を策定し、着実に実行していき

たいと思います。以上でございます。

大友委員 引き続き、産業振興戦略頑張ってい

ただきたいと思います。・・・審議会、大変お

疲れさまでした。

先日、工科短大の卒業式に部長と一緒に出席

してまいりましたけれども、そのときの話で、

就職先が県内の就職というのが、若干伸びてき

たという話がございました。その半面、入学す

る定員を埋めるのが、埋まるんですけど、なか

なか御苦労されているということでありました。

事業概要の７９ページにもございますけれども、

職業訓練費の中に、高等技術専門学校訓練費、

入校生募集対策経費等の経費が上がってますけ

れども、こちらのほうも結構入学する人を集め

るのが、結構御苦労されているんじゃないかな

と思っていますので、その辺もちょっと工夫が

必要かなというふうに思っております。

人材確保というのが課題で、非常に力を入れ

ていると思うんですけれども、人材育成として、

その育成するべき人の人材確保、人確保という

のも大切になってきますので、またその辺もし

っかり力を入れていただいて、本県産業がしっ

かりと幹を太くしていくように、引き続きよろ

しくお願いしたいと思います。

また、審議監の思いを引き継いで、しっかり

頑張っていただきたいと思います。以上です。

衞藤委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。

ここで、さきほど、堤委員への答弁に誤りが

あったので修正をしたいとの執行部の申し出が

ありましたので、これを許します。

河野企業立地推進課長 さきほど、流通業務団

地造成事業特別会計の中で、流通業務団地の来

年度の６区画の収入についてでございますけど

も、同じ平成２９年度も、同様の６区画だった

ものですから、ちょっと混同しておりましたけ

れども、３０年度の当初予算に計上しておりま

す６区画の財産収入というのは、やはりあくま

で来年度契約ということですので、今後、その

収入が見込めることになるわけですけれども、

確実かどうかということにつきましては、現在

引き合いのあっているものの中でも、かなり確

度の高い６区画ということでございまして、見

込みどおりの収入となるように、契約締結に向

けて努力をしてまいりたいと思います。以上で

ございます。
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衞藤委員長 よろしいですか。（「はい」と言

う者あり）

ほかに御質疑のある方は挙手を願います。

麻生委員 部長にお伺いします。

概要の４８ページ、そして５０ページにござ

います、地域情報の推進事業あるいは行政情報

の推進事業についてになりますが、先日の一般

質問の答弁で部長より、来年度からオープンデ

ータに関する取組方針などを盛り込んだ官民デ

ータ活用推進計画を定めると、一歩進んだ答弁

をいただきまして、ありがとうございます。

この質問を申し上げたきっかけというのは、

実は、公共交通に関して、公共交通機関の利用

者数であるとか、１日あたりの路線別あるいは

時間割り別、区間別利用者数とか、人口とか年

齢とか男女別とか、北陸のライトレールトレイ

ンとか、ああいったものに、北陸の自治体は実

に上手にああいったものを、民間が持つ、事業

者が持つデータを活用して、事業計画を策定し

ていらっしゃったと。特に、オーブンデータシ

ティでは先進的な鯖江とか、そういったところ

が非常に早くから、１０年以上早くじゃないか

と思うんですが、その取組方針をまず明確にし

て、民間の方が情報提供しやすい方針を明確に

打ち出して、片方向じゃなしに双方向でデータ

やりとりして、地域の事業体が稼ぐために必要

なデータをうまく活用していたということがき

っかけになったわけでありまして、ぜひそこの

部分について、先日の答弁では、医療と福祉施

設の位置情報というようなことに限られたよう

な部分しか答弁なかったんですが、これ、まさ

しくまち・ひと・しごとづくりの、地域がいか

に事業主体、稼いでいくかという部分の情報を、

官民でやりとりするということが、私は最も重

要なことだろうと思うんですが、その点につい

て今回の取組方針、オーブンデータの活用含め

て、基本的な部分についてのお考えあったら、

ちょっとお示しいただければと思います。

神﨑商工労働部長 オープンデータの取組方針

について、御質問いただきました。

先日の答弁では、確かに議員おっしゃるとお

り、医療施設とか福祉施設の位置情報と申し上

げましたけれども、あくまで例示でございまし

て、それ以外のもの、今議員がおっしゃられた

交通関係の昇降客データ等々も、これ、民間デ

ータなので、どこまでどういう形で集めるのが

適切なのかというのは、今後の議論かと思いま

すけれども、こういったことに限らず、幅広く

情報を収集、そして提供できるような仕組みづ

くりを進めていきたいと考えておりますので、

引き続き御指導のほうをよろしくお願い申し上

げます。

麻生委員 ありがとうございます。鯖江は、聞

いてみますと、ベンチャー企業の社長がいろん

なアプリを開発する中で、正月に、一年に一日

に一つ、地域のためになるアプリを開発すると

いうことで、その都市は３６６日あったので、

３６６個、地域の役に立つアプリ、大分で言う

と、例えば健康歩得とか、ああいったものを３

６６個開発したというようなことで、そういっ

たものをうまく使いながら、双方向のデータが

今、物すごい情報として集まっていると。それ

を地域で稼ぐ方法にやっているということであ

りますので、今回のいろんな事業の中で、例え

ば大分トリニータが、１万人というか３万人の

キャパがある大銀ドームに、アウエーのチーム

が必ず来るわけですから、それで減免している

１億円をしっかりと稼ぎというような視点も大

事だと思うんですね。

だから、そういったような情報を、うまく収

集しながら、まずそういう意味では、私は、大

分トリニータというのは、三位一体でチームあ

るわけですから、ああいったところのアウエー

からお見えになる方々が、どうやって来ている

かとか、あるいは、来て、どこで何を召し上が

って、楽しんで、帰っていらっしゃるかとか、

そういったこともデータとしてうまく残って、

それを地域に、稼ぐという視点の中で、県下の

各市町村があのアウエー席の後ろにブースを持

ってＰＲをするとか、地域特産を提供するとか、

より具体的なものに結びつくようなことを、ぜ

ひ取り組んでいけるようなデータとなるように、

オープンデータ含めて、そういうところまで最

終的には行くのがイメージでありますので、お
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願いを申し上げておきたいと思います。終わり

ます。

河野委員 ありがとうございます。すみません。

２点お伺いしたいんですが、まず１点目が、産

業科学人材ということで、一番基礎となるいわ

ゆる若年層、これについて３５ページ、科学技

術振興事業費の中に、科学体験活動活性化事業

費というのと、さらには７６ページに、ものづ

くり人材育成推進事業費の中の、ものづくり体

験教室開催委託料という形で、いずれも小学生

程度に、さまざまな科学技術及びものづくり体

験という形を推進して、関心を持ってもらおう

という事業だと思うんですけれども、この辺に

ついて、体系的に例えば教育委員会等との教育

プログラムの中との連携という形で、具体的に

そういった自然科学あるいは科学技術に対する

関心を高める取組というのが、体系的なのかど

うなのか、その辺の実際の協議というのがなさ

れているかについて、お伺いをしたいというの

が１点。それからもう１点が、すみません、６

２ページにございます地域産業振興対策事業費

及び伝統工芸品産業振興事業費についてお伺い

をしたいんですけれども、先般、常任委員会の

ほうでも、ちょっと発言をさせていただきまし

たが、県内に今、全国でここしかないというよ

うな農産品を生かした工芸品が、実際にあると。

そこが、もう非常に危うい状況になっていると

いうことについて、需要はあるけれど、なかな

か量をこなせない、つくれないということで、

非常に産地の皆様、困っているという現実の中

で、さまざまな機械の改良、あるいはそういっ

た更新というものに対する助成、プラス、さら

にここで言う伝統工芸品の中で、竹細工等があ

るんですけれども、そこも非常に欧米等にも輸

出できるような、いわゆる洋間の中に今はやり

の日本の伝統的な畳というものを敷く文化とい

うのが広がっている。その基本になっているの

が、琉球畳という、実はこれ七島藺を使った、

そういった製品が、いわゆる非常に需要は多い

けれども、つくれないというお話を伺ってまい

りました。そういったことから、積極的に、県

内伝統産業という形で育成し、海外輸出品にも

育てあげられるものがあるのではないか、そう

いった部分についての御見解をお伺いしたい。

工藤工業振興課長 青少年の科学技術に関する

意識を変えようというような点で、教育庁との

連携が、体系的に図られているかというような

ことでございますけれども、具体的に事業名申

し上げますと、大分市の竹町に、科学体験施設

Ｏ－Ｌａｂｏというもの、ございます。これ、

教育庁の事業で、社会教育課が担当しておりま

すけれども、その講師等の選定にあたりまして

は、私どもも協力いたしまして、進出企業の技

術者の方々を、講師として御紹介したりとかい

うようなこともやっておりますし、あと、発明

協会と、実行委員会形式で、第７７回を来年迎

える発明くふう展というのがございます。これ、

全国展にもつながるんですけども、その作品の

募集だとか審査にあたりましては、教育庁と連

携して、作品の募集あるいは懸賞についても、

連携をとってやっているというようなこともご

ざいます。

それと、私どもで発行しております、ものづ

くり発見ブックというような、県内企業のもの

づくり企業を中心に、県内企業の魅力を小学生

にお伝えするような副教材みたいな冊子を、毎

年改訂しておりまして、それを県内の小学５年

生を対象に配布しております。毎年、中身を検

証しながら、今年につきましては、ドローンの

話だとか、姫島ＩＴアイランドの話だとか、そ

ういった新しい要素を盛り込みながら、内容改

訂いたしまして、教育庁通じて、教材として活

用いただいているというような状況でございま

す。以上でございます。

後藤雇用労働政策課長 ものづくり体験教室で

ございますけども、これは、技能士会連合会に

補助をいたしまして、各県内の小学校について

も希望調査をしております。希望をいただくに

つきましては、教育委員会と連携して事前に御

希望をお聞きして、２９年度は１７校に対しま

して、児童数が８５０名の方に、ものづくりの

楽しさを体験をしていただくといった事業をし

ております。来年度につきましては、技能士会

連合会、技能士さんの高齢化によって、地域技
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能士会がかなり人数が減ってきているという状

況もございますので、来年度は、これまでの方

式ではなくて、各県内の商業施設等を活用して、

よく目立つといいますか、技能に触れていただ

く機会を増やすという意味で、商業施設におい

て、このものづくり体験教室を開催したいと思

います。もちろんこれも、事前に希望をお聞き

した上で、参加を募りたいというふうに考えて

おります。以上でございます。

神﨑商工労働部長 ２点目の七島藺の件でござ

いますけれども、先日、常任委員会で議員のほ

うからお話いただいて、私、先週、七島藺の生

産者の方々とお話をしてまいりました。まさに

議員おっしゃるとおり、今の生産能力だと一日

１枚つくるのがやっとというので、今、農水省

の補助金を使って、自動織機をより改良できな

いかというので、熊本のイグサの織機メーカー

の人に来てもらって改良を今チャレンジしてい

るというふうにおっしゃっておられました。

私どもとしても、その場で申し上げてきたん

ですけれども、何か、私ども産業科学技術セン

ターございます、あるいは最初のその織機をつ

くるときに、私どもが予算を出して、大分高専

の生徒さんの研究という形でお手伝いした経緯

もございますので、こういった御協力の仕方、

そういう部分で、できることは何でもやらせて

いただきますということを申し上げてまいりま

した。

また、販路についても、クリエイティブ産業

振興、私どもやっております。海外に売り出し

ていくにあたっては、クールジャパンという、

国のほうも押しているような施策もございます

ので、こういう海外の販路開拓についても、し

っかり後押ししていきたいと思っております。

まずは、その生産のところをどう改善してい

くのかというところを、私ども全力で対応して

まいりたいと思っております。以上でございま

す。

河野委員 ありがとうございます。まず、１点

目に関しましてですが、これは提案なんですけ

れども、２０数年前、私、宮崎県に出張に行っ

た際に、たまたまちょっと時間がありまして、

宮崎駅の周辺をちょっとうろちょろしたときに、

立派な宮崎県の施設がございまして、いわゆる

自然とそれから科学技術の博物館がありまして、

いわゆる社会見学で小学生が集まる、そういう

場でございまして、大分県にこういう場、ない

よねというのは、そのときからの印象でありま

して、やはりそういった小さいときに、科学技

術のすばらしさとか、未来の明るさというもの

に触れ合えるかどうかというのは、非常に大き

な将来についての影響を与えるものではないか

と思っております。その意味で、最近、自然科

学及び科学技術に関する博物館の設置要請等も、

県民の間で運動があるようでございます。その

辺について、特に科学技術の振興という部分で、

商工労働部、担っていらっしゃる部分でござい

ます。もし御見解があれば、お聞かせいただき

たいと思います。

２点目につきましては、部長に早速行ってい

ただきまして、まことにありがとうございます。

しっかりと皆様の熱意を、私どもも生産者の

皆様にお伝えしてまいりたいと思います。あり

がとうございます。

工藤工業振興課長 いわゆる科学館の建設に対

する御要望があるというようなことで、以前、

平成２０年あたりでしたか、一時そういう御要

望はいただいて、県としても、科学館建設につ

いて検討した経緯はございますが、そのときの

結論としては、大きな箱物で大きな財政負担を

抱えるよりは、ソフト事業で、さきほどのＯ－

Ｌａｂｏでもそうですけれども、ソフトの関係

で、いわゆるワークショップ的な取組をたくさ

んやって、それを長く続けていくことが、子ど

もたちの科学技術に対する意識を深めていくと

いうようなことで、大切じゃないかということ

で、今、さきほどのＯ－Ｌａｂｏもございます

し、県内各市に、少年少女発明クラブというも

のがございます。当時に比べて今、かなり各市

の発明クラブも数も増えております。指導員の

方々が、非常に熱心の方もいらっしゃいますの

で、現段階では、そういったソフト事業の発明

クラブ等を通しまして、青少年の科学技術への

意識の涵養というのを図っていきたいというふ
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うに考えておるところでございます。

衞藤委員長 それでいいですか。

ほかに御質疑はございません。

ほかに質疑がないようでありますので、これ

をもって商工労働部関係予算に対する質疑を終

わります。

―――――→…←―――――

衞藤委員長 以上で本日の審査日程は終わり

ました。

次回は明２０日、午前１０時から当議場で開

きます。

これをもって本日の委員会を終わります。

お疲れさまでした。


